
阿南工業高専ライフライン再生（給排水設備）（Ⅱ期）設計業務 

 

 

〈 交 付 資 料 〉 

     

      １ 「公示の写し」 

      

     ２ 参加表明書及び技術提案書の提出に関する説明書 

 

     ３ 「参加表明書作成要領」 

       (１)  総括技術者の資格及び実績               様式 １ 

          (２)  総括技術者の同種又は類似業務の実績       様式 ２ 

          (３)  主任技術者の資格及び実績                 様式 ３ 

          (４)  主任技術者の同種又は類似業務の実績       様式 ４ 

          (５)  設計事務所の同種又は類似業務の実績等     様式 ５ 

          (６)  設計事務所の同種又は類似業務の実績      様式 ６ 

          (７)  誓約書の提出について                様式 ７ 

     参加表明書提出鑑（設計業者からの） 

           

     ４ 「技術提案書作成要領」 

     （１）  技術者名等一覧              様式 ８ 

       (２)  業務の実施方針                          様式 ９ 

  (３)  課題についての提案            様式 １０ 

       (４)  協力設計事務所                          様式 １１ 

          技術提案書提出鑑（設計業者からの） 

          技術提案書提出意向確認書（設計業者からの） 

 

      ５ 「設計業務委託契約書（案）」 

      

     ６ 「設計業務委託特記仕様書」 

     

      ７ 「設計業務委託現場説明書」 

 

   ８ 「業務条件概要書」 

            





   ⑤ 警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるも 

のとして、文部科学省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している 

者でないこと。 

   ⑥ 設備設計一級建築士、建築設備士又は技術士（上下水道部門）の資格を有する管

理技術者を当該業務に配置できること。 

  ⑦ 平成１６年度以降に、元請として設計完了した、屋外排水設備に係る実施設計の

実績を有すること。 

⑧ 主業務が設計業務であること。 

    ⑨  誓約書の提出が可能であること。 

  

（２）技術提案書の提出を求める者を選定するための基準 

   ① 担当予定技術者の能力 

     資格及び経験、同種又は類似業務の実績 

   ② 技術提案書の提出者の能力 

     同種又は類似業務の実績 

 

 （３）技術提案書を特定するための評価基準 

   ① 担当予定技術者の能力 

     資格及び経験、同種又は類似業務の実績 

   ② 技術提案書の提出者の能力 

     同種又は類似業務の実績 

③ 業務の実施方針 

     業務内容の理解度、実施方針の妥当性、実施手法の妥当性 

   ④ 課題についての提案 

     環境に配慮した設計の基本方針 

 

３ 手続等 

 （１）担当部局 

〒774-0017  徳島県阿南市見能林町青木２６５番地 

    阿南工業高等専門学校総務課施設係 

    電話 0884-23-7125 

 

 （２）説明書の交付期間及び場所 

    令和２年１月２０日（月）から令和２年２月１７日（月）までの日曜日、土曜日及

び祝日を除く毎日の８時３０分から１７時００分まで。  

上記（１）に同じ。 

             



 （３）参加表明書の提出期限、場所及び方法 

    令和２年２月４日（火）までの日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日の８時３０分か

ら１７時００分まで（ただし、最終日の２月４日（火）は、１５時００分まで。）。  

上記（１）に同じ。 

    持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残るものに限る。上記期限内必着。）する

こと。 

     

 （４）技術提案書の提出期限、場所及び方法 

    令和２年２月１８日（火）までの日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日の８時３０分

から１７時００分まで（ただし、最終日の２月１８日（火）は、１５時００分まで。）。 

    上記（１）に同じ。 

    持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残るものに限る。上記期限内必着。）する

こと。 

 

４ その他 

 （１）手続において使用する言語及び通貨  日本語及び日本国通貨に限る。 

 （２）契約保証金  納付。ただし、有価証券等の提供又は銀行、契約担当役が確実と認 

める金融機関若しくは保証事業会社の保証をもって契約保証金の納付に代えること 

ができる。また、公共工事履行保証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約 

の締結を行った場合は、契約保証金を免除する。 

 （３）虚偽の内容が記載されている参加表明書又は技術提案書は無効とする。 

 （４）手続における交渉の有無  無 

 （５）契約書作成の要否  要 

 （６）当該業務に直接関連する他の業務の契約を当該業務の契約の相手方と随意契約によ

り締結する予定の有無  無 

 （７）関連情報を入手するための照会窓口  記３（１）に同じ 

 （８）記２（１）①に掲げる一般競争参加資格の認定を受けていない者も記３（３）によ

り参加表明書を提出することができるが、記３（４）の提出期限日において、当該

資格を満たしていなければならない。 

 （９）独立行政法人が行う契約については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本

方針」（平成２２年１２月７日閣議決定）において、独立行政法人と一定の関係を

有する法人と契約をする場合には、当該法人への再就職の状況、当該法人との間の

取引等の状況について情報を公開するなどの取組を進めるとされている。 

 これに基づき、以下のとおり、当機構との関係に係る情報を当機構のホームペー

ジで公表するので、所要の情報の当方への提供及び情報の公表に同意の上で、契約

の締結を行うこと。 

 なお、契約の締結をもって同意されたものとする。 



１）公表の対象となる契約先 

次のいずれにも該当する契約先 

① 当機構において役員を経験した者（役員経験者）が再就職していること

又は課長相当職以上の職を経験した者（課長相当職以上経験者）が役員、 

顧問等として再就職していること 

② 当機構との間の取引高が、総売上高又は事業収入の３分の１以上を占め

ていること 

２）公表する情報 

上記に該当する契約先について、契約ごとに、物品役務等の名称及び数量、

契約締結日、契約先の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報を公表する。 

① 当機構の役員経験者及び課長相当職以上経験者（当機構ＯＢ）の人数、

職名及び当機構における最終職名 

② 当機構との間の取引高 

③ 総売上高又は事業収入に占める当機構との間の取引高の割合が、次の区

分のいずれかに該当する旨 

３分の１以上２分の１未満、２分の１以上３分の２未満又は３分の２以上 

④ 一者応札又は一者応募である場合はその旨 

３）当機構に提供する情報 

① 契約締結日時点で在職している当機構ＯＢに係る情報（人数、現在の職

名及び当機構における最終職名等） 

② 直近の事業年度における総売上高又は事業収入及び当機構との間の取引

高 

４）公表日 

契約締結日の翌日から起算して原則として７２日以内（４月に締結した契約 

については原則として９３日以内） 

（１０）詳細は説明書による。 
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２ 参加表明書及び技術提案書の 

      提出に関する説明書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

阿南工業高等専門学校 

 

令和２年１月２０日
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説   明   書 

 

  「阿南工業高専ライフライン再生（給排水設備）（Ⅱ期）設計業務」に係る参加表明書及び

技術提案書の提出に関する詳細は下記によるものとする。 

 なお、本業務に係る特定及び契約締結は、当該業務に係る令和元年度補正予算が成立し、予

算示達がなされることを条件とするものである。 

 

記 

 

１ 公 示 日   令和２年１月２０日 

 

２ 発 注 者      独立行政法人国立高等専門学校機構 

           阿南工業高等専門学校 

                契約担当役 事務部長 小林 謙次郎 

 

３ 担 当 部 局         〒774-0017 徳島県阿南市見能林町青木２６５番地 

              阿南工業高等専門学校総務課施設係 

            電話 0884-23-7125 

 

４ 業務概要 

（１）業 務 名   阿南工業高専ライフライン再生（給排水設備）（Ⅱ期）設計業務 

（２）業務内容    阿南工業高等専門学校構内の屋外給排水管及び道路舗装の改修に係る実

施設計業務 

（３）履行期限   令和２年３月３１日（火）なお、財政法の定めによる承認を得た後に６ 

          月３０日（火）まで延長予定 

（４）本業務は「「公共事業の入札・契約手続の改善に関する行動計画」運用指針」（平成８

年６月１７日事務次官等会議申合せ）記４に定める調達の対象外である。 

（５）業務の詳細説明 別紙の「特記仕様書」、「現場説明書」のとおり 

 

５ 参加表明書及び技術提案書の作成様式及び記載上の留意事項 

  別紙の「参加表明書作成要領」及び「技術提案書作成要領」のとおり 

 

６ 受注資格の喪失 

  本件業務を受注した建設コンサルタント等（協力を受ける他の建設コンサルタント等を含

む。以下同じ。）及び当該建設コンサルタント等と資本若しくは人事面において関連を有す

る製造業者及び建設業者は、本件業務に関するすべての建設工事及び建設関連業務の受注資
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格を失う。 

 

７ 技術提案書の提出者に要求される資格 

（１）記１７（２）の提出期限において、文部科学省における「一般競争参加者の資格」（平

成１３年１月６日文部科学大臣決定）第３章第３２条で定める競争参加資格について、平

成３１、３２年度設計・コンサルティング業務のうち「その他のコンサルティング業務」

の認定を受けている者であること。（会社更生法(平成１４年法律第１５４号)に基づき更

生手続開始の申立てがなされている者又は民事再生法(平成１１年法律第２２５号)に基づ

き再生手続き開始の申立てがなされている者については、手続開始の決定後に一般競争参

加資格の再認定を受けていること。）。 

（２）参加表明書の提出期間の最終日から技術提案書の特定の日までに、文部科学省又は独立 

行政法人国立高等専門学校機構から「設計・コンサルティング業務の請負契約に係る指名 

停止等の取扱いについて」（平成１８年１月２０日付け１７文科施第３４６号文教施設企 

画部長通知）に基づく指名停止措置を受けていないこと。 

（３）経営状況が健全であること。 

（４）不正又は不誠実な行為がないこと。 

    不正又は不誠実な行為とは、文部科学省、所管独立行政法人及び国立大学法人等にお 

いて、契約の履行が不適切な状態が発生し、現に継続している事例をいう。 

 なお、「所管独立行政法人及び国立大学法人等」とは、別表１に記載する法人であ 

る。 

（５）警察当局から、暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者又はこれに準ずるものとし 

て、文部科学省発注工事等からの排除要請があり、当該状態が継続している者でないこ 

と。 

「暴力団員が実質的に経営を支配する建設業者」とは、「有資格業者である個人若しくは 

有資格業者である法人の役員等が暴力団員である者又は暴力団員がその経営に実質的に関 

与している有資格業者」とし、その判断は警察当局にて行うものとする。また、「暴力団 

員」とは、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以 

下「暴力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員を、「役員等」とは、有資 

格業者である法人の役員又はその支店若しくは営業所（常時、請負契約を締結する事務所 

をいう。）を代表するもので役員以外の者をいう。 

なお、「これに準ずるもの」とは、次の者をいうものとし、その判断は警察当局にて行 

うものとする。 

① 有資格業者である個人又は有資格業者の役員等が、自己、自社若しくは第三者の

不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団員を利用

するなどしているときにおける当該有資格業者。 

② 有資格業者である個人又は有資格業者の役員等が、暴力団員に対して、資金等を 
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供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協 

力し、若しくは関与しているときにおける当該有資格業者。 

③ 有資格業者である個人又は有資格業者の役員等が、暴力団員と社会的に非難され 

るべき関係を有しているときにおける当該有資格業者。 

④ 有資格業者である個人又は有資格業者の役員等が、暴力団員であることを知りな 

がら、これを不当に利用するなどしているときにおける当該有資格業者。 

また、「当該状態が継続している者」については、該当事実の確認回数で判断するので 

はなく、実質的に当該状態が継続しているか否かで判断するものとし、その判断は警察当 

局で行うものとする。 

（６）平成１６年度以降に、元請として設計完了した、屋外排水設備に係る設計業務の実施設

計の実績を有すること。 

（７）誓約書の提出が可能であること。 

 

８ 技術提案書の提出を求める者を選定するための基準 

（１）担当予定技術者の能力             

   資格及び経験、同種又は類似業務の実績 

（２）技術提案書の提出者の能力           

   同種又は類似業務の実績 

 

９ 技術提案書を特定するための評価基準 

（１）担当予定技術者の能力            

   資格及び経験、同種又は類似業務の実績 

（２）技術提案書の提出者の能力          

   同種又は類似業務の実績 

（３）業務の実施方針               

   業務内容の理解度、実施方針の妥当性、実施手法の妥当性 

（４）課題についての提案 

   環境に配慮した設計の基本方針 

 

１０  公示の写し 別紙のとおり 

 

１１ 契約書の作成の要否等  要  別紙「設計業務委託契約書（案）」により契約書を作

成するものとする。 

 

１２  支払条件  業務委託料（前払金を含む。）は、受注者からの適法な請求に基づき２回

以内に支払うものとする。 



- 5 -

 

１３ 参加表明書の提出期限、場所及び方法等 

（１）記７（１）に掲げる一般競争参加資格の認定を受けていない者も参加表明書を提出する

ことができるが、記１７（２）①の提出期限日において、当該資格を満たしていなければ

ならない。 

（２）参加表明書の提出期限、場所及び方法等 

① 提出期限 令和２年２月４日（火）までの日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日の８ 

時３０分から１７時００分まで（ただし、最終日の２月４日（火）は、 

１５時００分まで。）。 

  ② 提出場所 記３に同じ 

  ③ 提出方法 持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残るものに限る。上記期限内必

着。）すること。なお、電送によるものは受付けない。 

  ④ 提出部数 ６部（文部科学省における平成３１、３２年度設計･コンサルティング業

務に係る「競争参加資格認定通知書」のコピー１枚を含む。） 

         なお、参加表明書を提出する時点において、文部科学省における平成 

３１、３２年度設計・コンサルティング業務の有資格業者登録申請を行って 

いる場合は、現在申請を行っている旨参加表明書に記入すること。この場合 

は、記１７（２）①の提出期限の日において競争参加資格の認定を受けてい 

るものとし、「競争参加資格認定通知書」の写しをＦＡＸまたは郵送にて送 

付すること。 

   

１４ 提出要請者の選定 

（１）参加表明者が、記７に掲げる資格を満たしているか否かの確認を記１３（２）①の提出

期限の日を基準日として行う。ただし、記７（１）に掲げる資格を満たしていない者であ

っても、記１７（２）①の提出期限の日において当該資格を満たしていることを条件とし

て、当該資格を満たしていることを確認する。 

（２）記７に掲げる資格を満たしている参加表明者の中から、記８に掲げる基準に基づき、技

術提案書の提出を求める者（以下「提出要請者」という。）を選定する。 

（３）（２）の選定の結果は、令和２年２月７日（金）までに書面により通知する。 

 

１５ 非選定理由に対する質問書の提出期限、場所及び方法等 

（１）提出要請者に選定されなかった者は、書面（様式は自由）によりその理由について説明

を求めることができる。 

（２）質問書の提出期限、場所及び方法 

① 提出期限 令和２年２月１４日（金）までの日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日の８

時３０分から１７時００分まで（ただし、最終日の２月１４日（金）は、１
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５時３０分まで。）。 

② 提出場所 記３に同じ 

③ 提出方法 書面を持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残るものに限る。上記期限

内必着。）すること。なお、電送によるものは受付けない。 

（３）（１）の質問に対する回答期限及び方法 

① 回答期限 （２）①の提出期限の日の翌日から起算して１０日以内に回答する。 

② 回答方法 質問回答書を郵送する。 

 

１６ 提出意向確認書の提出期限、場所及び方法等 

（１）記１４（３）の通知により技術提案書の提出意向の確認を求められた者は、提出意向 

確認書を提出すること。 

（２）提出意向確認書の提出期限、場所及び方法等 

  ① 提出期限 選定の結果の通知日から令和２年２月１８日（火）までの日曜日、土曜 

日及び祝日を除く毎日の８時３０分から１７時００分まで（ただし、最 

終日の２月１８日（火）は、１５時００分まで。）。 

② 提出場所 記３に同じ 

③ 提出方法 持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残るものに限る。上記期限内必 

着。）すること。なお、電送によるものは受付けない。 

 

１７ 技術提案書の提出期限、場所及び方法等 

（１）記１４（３）の通知により技術提案書の提出を求められた者は、技術提案書を提出する

ことができる。 

（２）技術提案書の提出期限、場所及び方法等 

① 提出期限 選定の結果の通知日から令和２年２月１８日（火）までの日曜日、土曜日

及び祝日を除く毎日の８時３０分から１７時００分まで（ただし、最終日の

２月１８日（火）は、１５時００分まで。）。 

② 提出場所 記３に同じ 

③ 提出方法 持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残るものに限る。上記期限内必

着。）すること。なお、電送によるものは受付けない。 

④ 提出部数 ６部 

（３）提出期限までに技術提案書を提出しない者は、技術提案書の提出を辞退したものとみな

す。 

 

１８ 技術提案書の特定 

（１）技術提案者が、記７に掲げる資格を満たしているか否かの確認を記１７（２）①の提出

期限の日を基準日として行う。 
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（２）記７に掲げる資格を満たしている技術提案者の技術提案書の中から、記９に掲げる基準

に基づき、技術提案書を特定する。 

   なお、当該技術提案書に次ぐ技術提案書を次順位として特定する場合がある。 

（３）（２）の特定の結果は、原則として令和２年２月２１日（金）までに書面により通知す

るとともに、技術提案書が特定された者を、記３及び、文部科学省大臣官房文教施設企画

部施設企画課契約情報室ホームページにより閲覧に供する。なお、（２）の特定は、当該

業務に係る予算の成立を条件としているため、延期する場合がある。 

 

１９ 非特定理由に対する質問書の提出期限、場所及び方法等 

（１）技術提案書を特定されなかった者は、書面（様式は自由）によりその理由について説明

を求めることができる。 

（２）質問書の提出期限、場所及び方法 

① 提出期限 原則として令和２年２月２５日（火）までの日曜日、土曜日及び祝日を除

く毎日の８時３０分から１７時００分まで（ただし、最終日の２月２５日

（火）は、１５時００分まで。）。 

② 提出場所 記３に同じ 

③ 提出方法 持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残るものに限る。上記期限内必

着。）すること。なお、電送によるものは受付けない。 

（３）（１）の質問に対する回答期限及び方法 

① 回答期限 （２）①の提出期限の日の翌日から起算して１０日以内に回答する。 

② 回答方法 質問回答書を郵送する。 

（４）（３）の質問回答書による説明に不服がある者は、契約担当役に対して再苦情の申立て

を行うことができる。 

 

２０ 説明書に対する質問書の提出期限、場所及び方法等 

（１） 説明書に対する質問がある場合は、書面（様式は自由）により提出すること。 

（２） 質問書の提出期限、場所及び方法 

① 提出期限 令和２年２月１４日（金）までの日曜日、土曜日及び祝日を除く毎日の８

時３０分から１７時００分まで（ただし、最終日の２月１４日（金）は、１

５時００分まで。）。 

② 提出場所 記３に同じ 

③ 提出方法 持参又は郵送（書留郵便等の配達記録が残るものに限る。上記期限内必

着。）すること。なお、電送によるものは受付けない。 

（３）（１）の質問に対する回答期限及び方法 

① 回答期限 令和２年２月１７日（月） 

② 回答方法 質問回答書を郵送する。 
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（４）（３）②の質問回答書の閲覧期間及び場所 

① 閲覧期間 （３）①の回答の日から令和２年２月１７日（月）までの日曜日、土曜日

及び祝日を除く毎日の８時３０分から１７時００分まで。 

② 閲覧場所 記３に同じ 

 

２１ その他 

（１）手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

（２）参加表明書及び技術提案書の作成及び提出に要する費用は、参加表明者及び技術提案者

の負担とする。 

（３）契約保証金 納付 

ただし、有価証券等の提供又は銀行、契約担当役が確実と認める金融機関若しくは保証

事業会社の保証をもって契約保証金の納付に代えることができる。また、公共工事履行保

証証券による保証を付し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金を免

除する。 

（４）参加表明書又は技術提案書の無効等 

① 同一の者が単体又は設計共同体の構成員として複数の参加表明書を提出した場合若し 

くは参加表明者が他の参加表明者の協力設計事務所になっている場合は、当該参加表明 

書は全て無効とする。 

② 虚偽の内容が記載されている参加表明書又は技術提案書は無効とし、提出要請者とし

ての選定及び技術提案書の特定についてはこれを取消す。 

③ 参加表明書又は技術提案書が次の条件の一に該当する場合は失格となることがある。 

ア 別紙の「参加表明書作成要領」又は「技術提案書作成要領」に示された条件に適合

しないもの。 

イ 提出期限、場所及び方法等に適合していないもの。 

ウ 記載すべき事項の全部又は一部が記載されていないもの。 

エ 記載すべき事項以外の内容が記載されているもの。 

オ 許容された表現方法以外の表現方法が用いられているもの。 

（５）手続における交渉の有無 無 

（６）当該業務に直接関連する他の業務の契約を当該業務の契約の相手方と随意契約により締

結する予定の有無 無 

（７）関連情報を入手するための照会窓口 記３に同じ 

（８）参加表明書及び技術提案書は、返却しない。ただし、技術提案書を特定した技術提案者

の参加表明書及び技術提案書以外は、提出時に返却の希望があったもののみ返却する。な

お、返却を希望する者は、その旨を参加表明書及び技術提案書に記載すること。 

（９）参加表明書及び技術提案書は、本手続以外に参加表明者及び技術提案者に無断で使用し

ない。ただし、参加表明書及び技術提案書は、公正性、透明性及び客観性を確保するため
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必要があるときは、参加表明者及び技術提案者と協議の上、公表することがある。 

（10） 参加表明書及び技術提案書は、特定を行う作業に必要な範囲において、複製を作成す

ることがある。 

（11） 参加表明書及び技術提案書の提出期限以降における参加表明書及び技術提案書の差し

替え及び再提出は認めない。また、参加表明書及び技術提案書に記載された担当予定技術

者は、病休、死亡、退職等の極めて特別の理由があると認めた場合を除き変更することは

できない。なお、当該技術者の変更を認めた場合を除き当該技術者を配置できない場合

は、提出要請者としての選定及び技術提案書の特定についてはこれを取り消す。 

（12） 参加表明書及び技術提案書の作成のために発注者より受領した資料は、発注者の了解

なく公表又は他の目的のために使用することはできない。 

（13） 独立行政法人が行う契約については、「独立行政法人の事務・事業の見直しの基本方

針」（令和２２年１２月７日閣議決定）において、独立行政法人と一定の関係を有する法

人と契約をする場合には、当該法人への再就職の状況、当該法人との間の取引等の状況に

ついて情報を公開するなどの取組を進めるとされている。 

 これに基づき、以下のとおり、当機構との関係に係る情報を当機構のホームページで公

表するので、所要の情報の当方への提供及び情報の公表に同意の上で、契約の締結を行う

こと。 

 なお、契約の締結をもって同意されたものとする。 

① 公表の対象となる契約先 

次のいずれにも該当する契約先 

ア  当機構において役員を経験した者（役員経験者）が再就職していること又は

課長相当職以上の職を経験した者（課長相当職以上経験者）が役員、顧問等と

して再就職していること 

イ 当機構との間の取引高が、総売上高又は事業収入の３分の１以上を占めてい 

 ること 

② 公表する情報 

上記に該当する契約先について、契約ごとに、物品役務等の名称及び数量、契約

締結日、契約先の名称、契約金額等と併せ、次に掲げる情報を公表する。 

ア 当機構の役員経験者及び課長相当職以上経験者（当機構ＯＢ）の人数、職名 

及び当機構における最終職名 

イ 当機構との間の取引高 

ウ 総売上高又は事業収入に占める当機構との間の取引高の割合が、次の区分の 

いずれかに該当する旨 

３分の１以上２分の１未満、２分の１以上３分の２未満又は３分の２以上 

エ 一者応札又は一者応募である場合はその旨 

③ 当機構に提供する情報 
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ア 契約締結日時点で在職している当機構ＯＢに係る情報（人数、現在の職名及 

び当機構における最終職名等） 

イ 直近の事業年度における総売上高又は事業収入及び当機構との間の取引高 

④ 公表日 

契約締結日の翌日から起算して原則として７２日以内（４月に締結した契約につ 

いては原則として９３日以内） 
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別表１ 

「所管独立行政法人及び国立大学法人等」について 

各国立大学法人 

大学共同利用機関法人 

人間文化研究機構 

自然科学研究機構 

高エネルギー加速器研究機構 

情報・システム研究機構 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 独立行政法人国立青少年教育振興機構 

独立行政法人国立女性教育会館 独立行政法人国立科学博物館 

独立行政法人国立美術館 独立行政法人国立文化財機構 

国立研究開発法人科学技術振興機構 国立研究開発法人宇宙航空研究開発機構 

独立行政法人日本スポーツ振興センター 独立行政法人日本芸術文化振興会 

独立行政法人日本学生支援機構 
独立行政法人国立高等専門学校機構 

（各高等専門学校） 

独立行政法人国立特別支援教育総合研究所 独立行政法人大学入試センター 

国立研究開発法人物質・材料研究機構 国立研究開発法人防災科学技術研究所 

国立研究開発法人量子科学技術研究開発機

構 
独立行政法人教職員支援機構 

独立行政法人日本学術振興会 国立研究開発法人理化学研究所 

国立研究開発法人海洋研究開発機構 独立行政法人大学改革支援・学位授与機構

公立学校共済組合 日本私立学校振興・共済事業団 

文部科学省共済組合 放送大学学園 

※上記は、現行の法人ですが、統合及び名称変更等以前の法人が発注した業務の実績についても含みます。 
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３ 参加表明書作成要領 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

阿南工業高等専門学校 
 

令和２年１月２０日 
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参加表明書作成要領 

 

 

 

１ 総則 

(1) 参加表明書（技術資料を含む。）の用紙サイズは、特に定めた場合を除いて、全

てA4判縦とする。 

(2) 技術資料には、参加表明者名その他社章など参加表明者が判別できるもの及び氏

名など個人が判別できるものを記載することはできない。 

(3) 技術資料に記載する同種業務及び類似業務は、平成１６年度以降に完成・引渡し

が完了した屋外排水設備に係る設計業務で次に掲げる条件を満たしているものをい

う。 

 ① 同種業務  排水口径２００ｍｍ以上の屋外排水設備に係る設計業務をいう。 

 ② 類似業務  屋外排水設備を含む設計業務をいう。 

 (4)  本業務は、総括技術者及び主任技術者からなる設計チームを組んで行うものとす

る。 

  総括技術者は設計チームの中心となる技術者であり全体を総括し、主任技術者は各

分野の中心となる技術者であり各分野の責任者とする。 

(5)  総括技術者及び主任技術者は、本業務に専念できる者であり、かつ、総括技術者

は自設計事務所又は自設計共同体の構成員である設計事務所に所属する者であるこ

と。 

(6)  同じ技術者が複数の役割及び分野を担当することはできない。 

(7) 単体で参加表明書を提出する設計事務所は、文部科学省における平成３１・３２年

度設計・コンサルティング業務の競争参加資格の認定をうけている「競争参加資格

認定通知書」の写しを1枚添付すること。 

なお、参加表明書を提出する時点において、文部科学省における平成３１・３２

年度設計・コンサルティング業務の有資格業者登録申請を行っている場合は、現在

申請を行っている旨を参加表明書に記入すること。この場合は、技術提案書の提出

期限までに競争参加資格の認定を受けているものとし、「競争参加資格認定通知書」
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の写しをＦＡＸまたは郵送にて送付すること。 

(8) 単体又は設計共同体の構成員として参加表明書を提出する設計事務所は、「納税

証明書（国税通則法施行規則別紙第九号書式その一の法人税、消費税及び地方消費

税の証明並びに同第九号書式その三又はその三の三の未納の税額がないことの証

明）」の写しを1枚添付すること。 

 

 

２ 総括技術者の資格及び実績（様式１） 

(1) 「１ 資格」は、当該業務を行うにあたり関連する資格を「建築設備士」、「技

術士(上下水道部門)」、「設備設計１級建築士」を優先して記入すること。 

(2) 「２ 同種・類似業務実績」は、平成１６年度以降に担当者（相当程度の責任を

もって業務に従事した者）として従事した同種又は類似業務を「同種業務」を優先

して少なくとも１件は記入（３件以内）すること。 

(3) さらに、「２ 同種・類似業務実績」の「施設名等」欄には、施設名、用途、発

注者名及び敷地の所在市町村名を記入すること。また、種類として「同種」又は

「類似」の別を記入すること。 

(4) 「立場」欄は、当該業務における役割（総括技術者、主任技術者、その他の別）

及び業務種類（設計、積算の別）を記入すること。なお、当該業務における役割が、

主任技術者又はその他の場合は、担当分野（設計担当、積算担当などの別）及び具

体的な役割を記入すること。 

 

 

３ 総括技術者の同種又は類似業務の実績（様式２） 

(1) 総括技術者の資格及び実績（様式１）に記入した同種又は類似業務の中から「同

種業務」を優先して２件を選び、当該業務の内容、設計コンセプト等について写真

等（写真又は設計図を１枚。サイズは自由。コピーでも可。）を貼付した用紙１枚

の範囲内で記述すること。 

(2) ただし、設計事務所の同種又は類似業務の実績（様式６）として技術資料を作成

するものについては、その旨を明記することで代えることができる。 

 

４ 主任技術者の資格及び実績（様式３） 
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(1) 主任技術者の資格及び実績（様式３）は、設計、積算、の担当分野毎に作成する

こと。 

(2) 「１ 資格」欄は、当該業務を行うに当たり関連する資格を、設計及び積算につ

いて「建築設備士」、「技術士(上下水道部門)」及び「設備設計１級建築士」を優

先して記入すること。 

(3) 「２ 同種・類似業務実績」は、平成１６年度以降に担当者（相当程度の責任を

もって業務に従事した者）として従事した同種又は類似業務を「同種業務」を優先

して記入（３件以内）すること。 

(4) さらに、「２ 同種・類似業務実績」の「施設名等」欄には、施設名、用途、発

注者名及び敷地の所在市町村名を記入すること。また、種類として「同種」又は

「類似」の別を記入すること。 

(5) 「立場」欄は、当該業務における役割（総括技術者、主任技術者、その他の別）

及び業務種類（設計、積算の別）を記入すること。なお、当該業務における役割が

主任技術者又はその他の場合は、担当分野（設計、の別）及び具体的な役割を記入

すること。 

 

 

５ 主任技術者の同種又は類似業務の実績（様式４） 

 (1) 主任技術者の同種又は類似業務の実績（様式４）は、設計、積算、の担当分野毎

に作成すること。 

(2) 「設計担当主任技術者」及び「積算担当主任技術者」については、主任技術者の

資格及び実績（様式３）に記入した同種又は類似業務の中から「同種業務」を優先

して２件を選び、各担当分野に関する当該業務の内容、設計コンセプト等について

写真等（写真又は設計図等。サイズは自由。コピーでも可。）を貼付した用紙１枚

の範囲内で記述すること。 

(3) 主任技術者の同種又は類似業務の実績（様式４）には、別紙で設計図（用紙サイ

ズは自由）１枚を添付すること。 

(4) ただし、設計事務所の同種又は類似業務の実績（様式６）及び総括技術者の同種

又は類似業務の実績（様式２）として技術資料を作成するものについては、その旨

を明記することで代えることができる。 

 

６ 設計事務所の同種又は類似業務の実績等（様式５） 

(1) 「１ 技術者数・技術力」は、当該業務を行うにあたり関連する資格を有する技

術者（以下「技術者」という。）の人数及び資格について記入すること。なお、協力

設計事務所の技術者の人数については、（ ）書き内数で明記すること。又、設計共
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同体については、設計共同体全体の技術者の人数を記入すること。 

複数の資格を有する技術者については、「建築設備士」、「技術士(上下水道部

門)」及び「設備設計１級建築士」を優先して、このうちいずれか一つの資格の保有

者として取り扱うこと。 

(2) 「２ 協力設計事務所」は、全ての協力設計事務所の法人等名を記入すること。 

(3) 「３ 同種・類似業務実績」は、平成１６年度以降に完了した同種又は類似業務

を「同種業務」及び「単独又はＪＶ受注業務」を優先して少なくとも１件は記入

（３件以内）すること。 

(4) さらに、「３ 同種・類似業務実績」の「施設名等」欄には、施設名、用途、発 

注者名及び敷地の所在市町村名を記入すること。また、種類として「同種」又は「類 

似」の別を記入すること。 

(5) 「受注形態」欄には、単独、ＪＶ（設計共同体の構成員として受注）、協力（協

力者として参加）の別を記入すること。 

(6) 「業務内容」欄には、業務種類（設計、積算の別）、分野（設計、積算などの

別）、作業内容（基本図作成、詳細図作成、設計計算、数量集計などの別）及び具

体的な業務内容を記入すること。 

 

 

７ 設計事務所の同種又は類似業務の実績（様式６） 

(1) 設計事務所の同種又は類似業務の実績等（様式５）に記入した同種又は類似業務

の中から「同種業務」を優先して１件を選び、当該業務の内容、設計コンセプト等

について写真等（写真又は設計図等。サイズは自由。コピーでも可。）を貼付した

用紙１枚の範囲内で記述すること。 

(2）設計事務所の同種又は類似業務の実績（様式６）には、別紙で設計図（用紙サイズ 

は自由）１枚を添付すること。 

 

８ 誓約書の提出について（様式７） 

本手続きの特定業者となり、契約の相手方となった場合は、契約締結前に誓約書 

（別添１）の提出を求めるため、様式７にその可否について記載すること。原則、 

契約を締結する際には、誓約書の提出を求めるが、提出することができない場合は、 

その理由を具体的に明記すること。理由によっては参加資格を認める。 
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なお、本誓約書の有効期限を平成３０・３１・３２年度とすることから、平成３０ 

年度以降に本発注者と契約を締結した実績があり、既に誓約書を提出済みの場合は、

この様式に代わり、その写しを添付すること。 



 

令和２年  月  日 

 
 

   

 
 

  独立行政法人国立高等専門学校機構 

      阿南工業高等専門学校          
      契約担当役 事務部長  小林 謙次郎 殿 

 
 
 
 
 

（提出者） 

【住所】 

【法人等名】 

【代表者等氏名          ,】 

 
 
 
 
 

参加表明書 

 
 
 

業務名  阿南工業高専ライフライン再生（給排水設備）（Ⅱ期）設計業務 

 
 

 上記業務の技術提案書に基づく選定の参加について関心がありますので、技術資料

６部を添えて参加表明書を提出します。 

【なお、現在文部科学省における平成３１・３２年度設計・コンサルティング業務に

係る有資格業者登録の申請中ですので、「競争参加資格通知書」については技術提案書

の提出期限までに提出します。】 

 

（有資格業者登録申請中の場合は【 】内を加筆すること。） 

  



（様式１）                                          【技術資料】 
 

総括技術者の資格及び実績 

 
 
１ 資格 

資  格 取得年月日 登 録 番 号 

 S･H  年 月 日  

 S･H  年 月 日  

 S･H  年 月 日  

 S･H  年 月 日  

 S･H  年 月 日  

 
２ 同種・類似業務実績 

 業  務  名 施  設  名  等 構造・規模 業務完了年月日

１ 

 種 類：・同種・類似 
施設名： 
用 途： 
発注者： 
所在地： 

構造 
地上  階 
地下  階 
延床面積    ㎡ 

平成 年 月 日

立 
 
場 

役  割：・総括・主任・その他   業務種類：・設計・積算 
担当分野： 
具体的役割： 

２ 

 種 類：・同種・類似 
施設名： 
用 途： 
発注者： 
所在地： 

構造 
地上  階 
地下  階 
延床面積    ㎡ 

平成 年 月 日

立 
 
場 

役  割：・総括・主任・その他   業務種類：・設計・積算 
担当分野： 
具体的役割： 

３ 

 種 類：・同種・類似 
施設名： 
用 途： 
発注者： 
所在地： 

構造 
地上  階 
地下  階 
延床面積    ㎡ 

平成 年 月 日

立 
 
場 

役  割：・総括・主任・その他   業務種類：・設計・積算 
担当分野： 
具体的役割： 

 
※ 総括技術者は，自設計事務所又は自設計共同体の構成員である設計事務所に所属する職員です。



（様式２）                                          【技術資料】 
 

総括技術者の同種又は類似業務の実績 

 
 

業務名 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（様式３）                                          【技術資料】 

主任技術者の資格及び実績 

 
 担当分野                 
 
１ 資格 

資  格 取得年月日 登 録 番 号 

 S･H  年 月 日  

 S･H  年 月 日  

 S･H  年 月 日  

 S･H  年 月 日  

 S･H  年 月 日  

 
２ 同種・類似業務実績 

 業  務  名 施  設  名  等 構造・規模 業務完了年月日

１ 

 種 類：・同種・類似 
施設名： 
用 途： 
発注者： 
所在地： 

構造 
地上  階 
地下  階 
延床面積    ㎡ 

平成 年 月 日

立

場 

役  割：・総括・主任・その他  業務種類：・設計・積算 
担当分野： 
具体的役割： 

２ 

 種 類：・同種・類似 
施設名： 
用 途： 
発注者： 
所在地： 

構造 
地上  階 
地下  階 
延床面積    ㎡ 

平成 年 月 日

立

場 

役  割：・総括・主任・その他  業務種類：・設計・積算 
担当分野： 
具体的役割： 

３ 

 種 類：・同種・類似 
施設名： 
用 途： 
発注者： 
所在地： 

構造 
地上  階 
地下  階 
延床面積    ㎡ 

平成 年 月 日

立

場 

役  割：・総括・主任・その他  業務種類：・設計・積算 
担当分野： 
具体的役割： 

 

  



（様式４）                                          【技術資料】 
 

主任技術者の同種又は類似業務の実績 

 

業務名 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



（様式５）                                          【技術資料】 
 

設計事務所の同種又は類似業務の実績等 

 
１ 技術者数・技術力 

資     格 人 数

一級建築士，建築設備士，技術士    人

その他の資格（                                      ）    人

その他の資格（                                      ）    人

 
２ 協力設計事務所 

 
 
 

 
３ 同種・類似業務実績 

 業  務  名 施  設  名  等 受注形態 構造・規模 業務完了年月日

１ 

 種 類：・同種・類似 
施設名： 
用 途： 
発注者： 
所在地： 

 ・単体 
 ・ＪＶ 
 ・協力 

構造 
地上  階 
地下  階 
延床面積    ㎡ 

平成 年 月 日

業務
内容 

 

２ 

 種 類：・同種・類似 
施設名： 
用 途： 
発注者： 
所在地： 

 ・単体 
 ・ＪＶ 
 ・協力 

構造 
地上  階 
地下  階 
延床面積    ㎡ 

平成 年 月 日

業務
内容 

 

３ 

 種 類：・同種・類似 
施設名： 
用 途： 
発注者： 
所在地： 

 ・単体 
 ・ＪＶ 
 ・協力 

構造 
地上  階 
地下  階 
延床面積    ㎡ 

平成 年 月 日

業務
内容 

 

 
 
 
 
様式の作成について 
１ 技術者数・技術力 
  ・「取得資格」欄には、必要となる資格を適宜記入すること。 
  ・「人数」欄の記入にあたって、複数の資格を有する技術者については、「建築設備士」、「技術士」及び「設備

設計１級建築士」を優先していずれか一つの資格の保有者として取り扱うこと。 
  ・その他資格を記入させる際、資格毎に分ける必要があるときは適宜記入欄を追加すること。 
 

  



（様式６）                                          【技術資料】 
 

設計事務所の同種又は類似業務の実績 

 
 

業務名 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 



（様式７）                                          
 

 

 

 

誓約書の提出について 

 

 

参加表明書作成要領記８に定める誓約書の提出については下記のとおりです。 

 

 

 

誓約書の提出 可 ・ 不可 

 

○不可の場合の理由 

 

注１）原則、誓約書の提出が必要だが、提出不可の場合、その理由によっては競争参加資格を認める。 

注２）平成３０年度以降に本発注者と契約を締結した実績があり、既に誓約書を提出済みの場合は、 

この様式に代わり、その写しを添付すること。 

  



別添１ 

 

【有効期間：平成３０・３１・３２年度】 

 

誓     約     書 

 
 

 当社（当法人）（以下「当社」という。）は、貴高専（本部）との取引にあたり、以下のとおり誓
約します。 
 
 
 １.「独立行政法人国立高等専門学校機構会計規則」､「独立行政法人国立高等専門学校機構契約事

務取扱規則」､及び「独立行政法人国立高等専門学校機構物品購入等契約に係る取引停止等の取
扱要領」を遵守するとともに、貴高専（本部）より交付（ホームページ経由を含む）された「国
立高等専門学校機構との取引にあたってのお願い」を理解し、不正（不適切な行為を含む）には
関与しません。 

 
 ２．当社に、不適切な行為があると認められた場合には、取引停止を含むいかなる処分を講じられ

ても異議はありません。 
 
 ３．貴高専（本部）関係教職員等から不適切な行為の依頼等があった場合には、速やかに通報しま

す。 
 
 ４．貴高専（本部）における監査・調査等において、取引帳簿の閲覧や提出等の要請があった場合

は、速やかに協力します。 
 
 
 
 

 令和     年     月      日 
 
 
 
 
 独立行政法人国立高等専門学校機構 理事長 殿 
 
      
 

  

 

    （所在地） 
 
 
           （社名または法人名） 
 
 
           （代表者職・ 氏名）                     印 

 

 

※ 複数学校（機構本部を含む）との取引を行う予定がある場合はチェックしてください □ 

 

注１）本様式については、契約の相手方となった場合、契約締結前にご提出願います。 

注２）本様式を提出するにあたり、上記１．～４．の内容について不都合がある場合、発注者と 

協議の上、記述内容を修正(若干の修正)し提出することも可能です。また、本様式自体が 

提出できない場合、その理由を明確にした理由書をもって本様式に代えることも可能です。 
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４ 技術提案書作成要領 
 
 

 
 

 
 
 
 

        
        

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

阿南工業高等専門学校 
 
 
 

令和２年１月２０日 
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技術提案書作成要領 

 

１ 総則 

（１）技術提案書の用紙サイズは、全てA4判縦とする。 

（２）文字のサイズについては、原則として日本工業規格に基づく１０．０ポイント以上とす

ること。 

 

２ 技術者名等一覧（様式８） 

（１）技術者名等一覧（様式８）は、参加表明書に記載した総括技術者及び主任技術者につい 

て記入すること。 

（２）「所属」欄は、当該総括技術者及び当該主任技術者が所属する設計事務所名を記入する

こと。 

 

３ 業務の実施方針（様式９） 

（１）業務の実施方針（様式９）は、業務の実施に当たっての方針あるいは内容についての提

案等、業務実施に当たっての取組体制、技術者チームの特徴、特に重視する分野毎の設計

上の配慮事項（提案を求めている課題を除く。）、その他業務を実施するに当たって配慮

することなどを用紙２枚の範囲内で記述すること。 

（２）業務の実施方針（様式９）には、文章を補完するための最小限の写真、イラスト及びイ

メージ図並びにエスキス及びスケッチを記載又は貼付することができる。ただし、具体的

な設計図、模型（模型写真を含む。）及び透視図等を記載又は貼付することはできない。 

 

４ 課題についての提案（様式１０） 

（１）「環境に配慮した設計の基本方針」は、阿南工業高専の地域特性等を考慮した、効果的

な環境負荷低減に関する提案とする。（「官庁施設の環境保全性に関する基準」（平成２

９年３月２２日国営環第１４号）に基づき、効果的な提案を行うこと。また、気候・敷地

形状・周辺環境等を考慮し、イニシャルコストとライフサイクルコストを勘案しつつ、ラ

イフサイクルＣＯ２の低減が図れるような提案を行うこと。） 
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５ 協力設計事務所（様式１１） 

（１）協力設計事務所（様式１１）は、協力設計事務所を予定している場合に記入すること。 

（２）複数者の協力設計事務所がある場合は、別々の用紙に記入すること。 

（３）協力事務所がない場合は、その旨を明記すること。 

（４）「協力内容」欄は、業務区分（設計、積算それぞれについて）及び作業内容（基本図作

成、詳細図作成、設計計算、数量集計等の別）を記入すること。 

（５）「延従事予定技術者数」欄は、担当業務区分毎に延従事予定技術者人数を記入すること。 



 

 

令和２年  月  日     
 

 

   

 

 

独立行政法人国立高等専門学校機構 

阿南工業高等専門学校 

契約担当役 事務部長  小林 謙次郎 殿 

 

 

 

 

 

 

（提出者） 

【住所】 

【法人等名】 

【代表者等氏名          】 

 

 

 

 

 

技術提案書 

 

 

 

業務名  阿南工業高専ライフライン再生（給排水設備）（Ⅱ期）設計業務 

 

 

 上記業務について、技術資料６部を添えて技術提案書を提出します。 

  



                                     【技術資料】（様式８） 

 

設計事務所名： 

 

技術者名等一覧 

 

１ 総括技術者 

(1) 氏  名： 

(2) 生年月日：大正・昭和・平成   年  月  日（  才） 

(3) 所  属： 

２ 設計担当主任技術者 

(1) 氏  名： 

(2) 生年月日：大正・昭和・平成   年  月  日（  才） 

(3) 所  属： 

３ 積算担当主任技術者 

(1) 氏  名： 

(2) 生年月日：大正・昭和・平成   年  月  日（  才） 

(3) 所  属： 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

                                     【技術資料】（様式９） 

 

設計事務所名： 

 

 

 

業務の実施方針  



【技術資料】（様式１０） 

 

設計事務所名： 

 

課題についての提案 

 

（１）阿南工業高専の特性を考慮した、効果的な環境負荷低減に関する提案 

        （「官庁施設の環境保全性に関する基準」（平成29年3月22日国営環第14号）に基づき、効

果的な提案を行うこと。また、気候・敷地形状・周辺環境等を考慮し、イニシャルコ

ストとライフサイクルコストを勘案しつつ、ライフサイクルＣＯ２の低減が図れるよう

な提案を行うこと。） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



                                     【技術資料】（様式１１） 

 

設計事務所名： 

 

協力設計事務所 

 

法人等名  

代表者等名  

所 在 地       

協 力 内 容       

延従事予定 

技 術 者 数      

（人日） 

 



（案） 

設 計 業 務 委 託 契 約 書 

 

設計業務名 阿南工業高専ライフライン再生（給排水設備）（Ⅱ期）設計業務 

 

業務委託料   金            円也 

       （うち取引に係る消費税及び地方消費税の額金       円也） 

 

上記消費税及び地方消費税の額は、消費税法第２８条第１項及び第２９条並びに 

地方税法第７２条の８２及び第７２条の８３の規定に基づき、業務委託料に１１０

分の１０を乗じて得た額である。 

 

 発注者独立行政法人国立高等専門学校機構阿南工業高等専門学校契約担当役事務部

長小林謙次郎（以下「発注者」という。）と受注者【法人等名、代表者等氏名】（以

下「受注者」という。）との間において、上記の業務について、上記の業務委託料で、

次の条項によって委託契約を締結し、信義に従って誠実にこれを履行する。 

 

 

 

第１条 受注者は、別冊の設計業務委託特記仕様書に基づいて、業務を完了する。 

第２条 業務は、徳島県阿南市見能林町青木２６５番地独立行政法人国立高等専門学

校機構阿南工業高等専門学校において実施する。 

第３条 業務の履行期間は、令和  年  月  日【契約締結日の翌日】から令和

２年３月３１日までとする。 

第４条 契約保証金は、       円【業務委託料の１０分の１】を納付する。

ただし、有価証券等の提供又は金融機関若しくは保証事業会社の保証をもって契約

保証金の納付に代えることができる。また、公共工事履行保証証券による保証を付

し、又は履行保証保険契約の締結を行った場合は、契約保証金を免除する。 

第５条 業務委託料（前払金を含む。）は、受注者からの適法な請求に基づき２回以

内に支払うものとする。 

第６条 業務委託料は、金       円【業務委託料の１０分の３】以内の額を

前払金として前払するものとする。この支払いは、適正に作成された請求書及び保

証事業会社の保証証書を受理した日から１４日以内にするものとする。 

第７条 完了通知書は、独立行政法人国立高等専門学校機構阿南工業高等専門学校総



務課に送付するものとする。 

第８条 業務委託料（前払金を含む。）の請求書は、独立行政法人国立高等専門学校

機構阿南工業高等専門学校総務課に送付するものとする。 

第９条 業務委託料の支払いは、別記の設計業務委託契約要項第３１条に基づき適正

に作成された請求書を受理した日から３０日以内にするものとする。 

第１０条 別記の設計業務委託契約要項第３３条第６項、第３８条第２項、第３８条

第３項、第４３条第１項及び第４３条第３項中の遅延利息率は，「年２．７％」で

ある。 

第１１条  この契約についての一般的約定事項は、別記の設計業務委託契約要項によ

るものとする。 

第１２条 この契約に関する訴えの管轄については、独立行政法人国立高等専門学校

機構阿南工業高等専門学校の主たる住所を管轄区域とする阿南地方裁判所とする。 

第１３条 この契約に定めのない事項について、これを定める必要がある場合は、発

注者と受注者とが協議して定めるものとする。 

 

 

 

 この証として、本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自１通を保有する。 

 

 令和  年  月  日 

 

               発 注 者 

  徳島県阿南市見能林町青木２６５番地 

                独立行政法人国立高等専門学校機構 

                                阿南工業高等専門学校 

                契約担当役 事務部長 小林 謙次郎   印 

 

               受 注 者   

                【住 所】 

                【法人等名】 
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設計業務委託契約要項 

 

 

この要項は、設計業務に関する委託契約の一般的約定事項を定め

るものである。 

 

 （総則） 

第一条 発注者及び受注者は、設計業務委託契約書（以下「契約

書」という。）及びこの要項に基づき、設計業務委託仕様書（質

問回答書、現場説明書、別冊の図面、特記仕様書及び共通仕様書

をいう。以下「設計仕様書」という。）に従い、日本国の法令を

遵守し、この契約（契約書、この要項及び設計仕様書を内容とす

る設計業務の委託契約をいう。以下同じ。）を履行しなければな

らない。 

２ 受注者は、業務（契約書、この要項及び設計仕様書を内容とす

る設計業務をいう。以下同じ。）を契約書記載の履行期間（以下

「履行期間」という。）内に完了し、この契約の目的物（以下

「成果物」という。）を発注者に引渡し、発注者は、その業務委

託料を受注者に支払う。 

３ 発注者は、その意図する成果物を完成させるため、業務に関す

る指示を受注者に行うことができる。この場合において、受注者

は、当該指示に従い業務を行わなければならない。 

４ 業務の実施方法その他成果物を完成するために必要な一切の手

段（以下「実施方法等」という。）については、契約書、この要

項若しくは設計仕様書に特別の定めがある場合又は発注者の指示

若しくは発注者と受注者との協議がある場合を除き、受注者がそ

の責任において定めなければならない。 

５ 受注者は、この契約の履行に関して知り得た秘密を第三者に漏

らしてはならない。 

６ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる言語は、

日本語とする。 

７ 契約書及びこの要項若しくは設計仕様書に定める金銭の支払に

用いる通貨は、日本円とする。 

８ この契約の履行に関して発注者と受注者との間で用いる計量単

位は、設計仕様書に特別の定めがある場合を除き、計量法（平成

４年法律第５１号）に定めるところによるものとする。 

９ 契約書、この要項及び設計仕様書における期間の定めについて

は、民法（明治２９年法律第８９号）及び商法（明治３２年法律

第４８号）の定めるところによるものとする。 

１０ この契約は、日本国の法令に準拠するものとする。 

１１ この契約に係る訴訟の提起又は調停（第４６条第１項の規定

により発注者と受注者との間において協議の上選任される調停人

が行うものを除く。）の申立てについては、日本国の裁判所をも

って合意による専属的管轄裁判所とする。 

１２ 受注者が設計共同体を結成している場合においては、発注者

は、この契約に基づくすべての行為を設計共同体の代表者に対し

て行うものとし、発注者が当該代表者に対して行ったこの契約に

基づくすべての行為は、当該共同体のすべての構成員に対して行

ったものとみなし、また、受注者は、発注者に対して行うこの契

約に基づくすべての行為について当該代表者を通じて行わなけれ

ばならない。 

 

 （指示等及び協議の書面主義） 

第二条 契約書、この要項及び設計仕様書に定める指示、請求、通

知、報告、申出、承諾、提案、質問、回答及び解除（以下「指示

等」という。）は、書面により行わなければならない。 

２ 発注者及び受注者は、前項の規定にかかわらず緊急やむを得な

い事情がある場合には、指示等を口頭で相手方に行うことができ

る。この場合において、発注者及び受注者は、既に行った指示等

を書面に記載し、指示等を行った日から７日以内にこれを相手方

に交付しなければならない。 

３ 発注者及び受注者は、契約書、この要項及び設計仕様書に定め

るところにより協議を行う場合は、当該協議の内容を書面に記録

しなければならない。 

 

 （関連設計業務との調整） 

第三条 発注者は、業務と発注者の発注に係る第三者の実施する設

計業務が実施上密接に関連する場合において、必要があるときは、

業務の実施に関して調整を行うことができる。この場合において、

受注者は、発注者の調整に従い第三者の行う設計業務の円滑な実

施に協力しなければならない。 

 

 （業務工程表） 

第四条 受注者は、この契約締結後１４日以内に設計仕様書に定め

るところにより業務工程表を作成し、発注者に提出しなければな

らない。ただし、発注者が、当該業務工程表の提出を必要としな

い旨の通知を受注者にした場合には、この限りでない。 

２ 発注者は、必要があると認めるときは、前項の業務工程表を受

理した日から７日以内に、受注者に対してその修正を請求するこ

とができる。 

３ 発注者は、履行期間又は設計仕様書が変更された場合において、

必要があると認めるときは、受注者に対して業務工程表の再提出

を請求することができる。この場合において、第１項中「この契

約締結後」とあるのは「当該請求があった日から」と読み替えて、

前２項の規定を準用する。 

４ 業務工程表は、発注者及び受注者を拘束するものではない。 

 

 （契約保証金） 

第五条 受注者は、契約書に定めるところによりこの契約の締結と

同時に、次の各号のいずれかに掲げる保証を付さなければならな

い。ただし、第５号の場合には、履行保証保険契約の締結後、直

ちにその保険証券を発注者に寄託しなければならない。 

一 契約保証金の納付。 

二 契約保証金に代わる担保となる有価証券等の提供。 

三 この契約による債務の不履行により生ずる損害金の支払を保

証する銀行、発注者が確実と認める金融機関又は保証事業会社

（公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和２７年法律第

１８４号）第２条第４項に規定する保証事業会社をいう。以下

同じ。）の保証。 

四 この契約による債務の履行を保証する公共工事履行保証証

券による保証。 

五 この契約による債務の不履行により生ずる損害をてん補する

履行保証保険契約の締結。 

２ 前項の保証に係る契約保証金の額、保証金額又は保険金額（次

項において「保証の額」という。）は、業務委託料の１０分の１

以上としなければならない。 

３ 業務委託料の変更があった場合は、保証の額が変更後の業務委

託料の１０分の１に達するまで、発注者は保証の額の増額を受注

者に、受注者は保証の額の減額を発注者に請求することができる。 

４ 受注者が、第１項第２号又は第３号に掲げる保証を付した場合

は、当該保証は契約保証金に代わる担保の提供として行われたも

のとし、同項第４号又は第５号に掲げる保証を付した場合は、契

約保証金の納付を免除する。 

５ 第１項の保証に係る契約保証金、保証金又は保険金は、受注者

が契約事項を履行しなかつた場合は、独立行政法人国立高等専門

学校機構に帰属する。 

 

 （権利義務の譲渡等） 

第六条 受注者は、この契約により生ずる権利又は義務を第三者に

譲渡し、又は承継させてはならない。ただし、あらかじめ、発注
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者の承諾を得た場合には、この限りでない。 

２ 受注者は、成果物（第３６条第１項に規定する指定部分に係る

成果物、同条第２項に規定する引渡部分に係る成果物及び未完成

の成果物並びにこの契約を履行する上で得られた記録等を含

む。）を第三者に譲渡し、貸与し、閲覧させ、複写させ、又は質

権その他の担保の目的に供してはならない。ただし、あらかじめ、

発注者の承諾を得た場合には、この限りでない。 

 

 （著作権の帰属） 

第七条 成果物（第３６条第１項に規定する指定部分に係る成果物

及び同条第２項に規定する引渡部分に係る成果物を含む。以下第

９条まで同じ。）又は本件建造物（成果物を利用して完成した建

造物をいう。以下同じ。）が著作権法（昭和４５年法律第４８

号）第２条第１項第１号に規定する著作物（以下「著作物」とい

う。）に該当する場合は、当該成果物又は本件建造物に係る著作

権（著作権法第２１条から第２８条までに規定する権利をいう。

以下同じ。）は、受注者又は発注者及び受注者の共有に帰属する。 

２ 受注者は、業務に従事する受注者の使用人が職務上作成する著

作物の著作者に受注者がなるよう、必要な措置を講じなければな

らない。 

３ 受注者は、第１０条第２項の規定により業務の一部を委任され、

又は請け負った第三者が創作した著作物の著作権を当該第三者か

ら譲り受けるよう、必要な措置を講じなければならない。 

 

 （著作物等の利用の承諾） 

第八条 受注者は、成果物が著作物に該当するとしないとにかかわ

らず、次の各号に掲げる成果物の利用を発注者に承諾する。この

場合において、受注者は、次の各号に掲げる成果物の利用を発注

者以外の第三者に承諾してはならない。 

一 成果物を利用して建造物を完成すること。 

二 前号の目的又は本件建造物の増築、改築、修繕、模様替え、

維持、管理、運営若しくは広報等のために必要な範囲で成果物

を複製又は変形、改変、修正その他翻案すること。 

三 前２号の目的又は発注者の事業の必要に応じて成果物の複製

物等を頒布すること。 

２ 発注者は、本件建造物が著作物に該当するとしないとにかかわ

らず、次の各号に掲げる本件建造物の利用を行うことができる。 

一 本件建造物を写真、模型、絵画その他の手法により表現する

こと。 

二 発注者の事業の必要に応じて本件建造物の複製物等を頒布す

ること。 

三 本件建造物を増築、改築、修繕若しくは模様替えにより変形

し、若しくは改変し、又は取り壊すこと。 

 

 （著作者人格権についての特約） 

第九条 受注者は、成果物又は本件建造物が著作物に該当するとし

ないとにかかわらず、成果物又は本件建造物の内容を発注者が自

由に公表することを承諾する。 

２ 発注者は、成果物が著作物に該当する場合は、受注者が承諾し

たときに限り、既に受注者が当該成果物に表示した氏名を変更す

ることができる。 

３ 受注者は、成果物又は本件建造物が著作物に該当するとしない

とにかかわらず、次の各号に掲げる行為をしてはならない。ただ

し、あらかじめ、発注者の承諾を得た場合には、この限りでない。 

一 成果物又は本件建造物の内容を公表すること。 

二 本件建造物に受注者の実名又は変名を表示すること。 

 

 （著作権等の譲渡禁止） 

第九条の二 受注者は、成果物又は本件建造物に係る著作権法第２

章及び第３章に規定する受注者の権利を第三者に譲渡し、又は承

継させてはならない。ただし、あらかじめ、発注者の承諾又は同

意を得た場合は、この限りでない。 

 

 （著作権等の侵害の防止） 

第九条の三 受注者は、その作成する成果物が、第三者の有する著

作権等を侵害するものでないことを、発注者に対して保証する。 

２ 受注者は、その作成する成果物が第三者の有する著作権等を侵

害し、第三者に対して損害の賠償を行い、又は必要な措置を講じ

なければならないときは、受注者がその賠償額を負担し、又は必

要な措置を講ずるものとする。 

 

 （一括再委託等の禁止） 

第十条 受注者は、業務の全部を一括して、又は発注者が設計仕様

書において指定した部分を第三者に委任し、又は請け負わせては

ならない。 

２ 受注者は、業務の一部を第三者に委任し、又は請け負わせよう

とする場合は、あらかじめ、発注者の承諾を得なければならない。

ただし、発注者が設計仕様書において指定した軽微な部分を第三

者に委任し、又は請け負わせようとする場合には、この限りでは

ない。 

 

 （委託等の通知） 

第十一条 発注者は、受注者が業務の一部を委任し、又は請け負わ

せた者の商号又は名称その他必要な事項の通知を請求することが

できる。 

 

 （特許権等の使用） 

第十二条 受注者は、特許権、実用新案権、意匠権、商標権、著作

権その他日本国の法令の定めにより保護される第三者の権利（以

下「特許権等」という。）の対象となっている実施方法等を使用

する場合は、その使用に関する一切の責任を負わなければならな

い。ただし、発注者がその使用を指定した場合において、設計仕

様書又は発注者の指示に特許権等の対象である旨の明示がなく、

かつ、受注者がその存在を知らなかったときは、発注者は、受注

者がその使用に関して要した費用を負担しなければならない。 

 

 （監督職員） 

第十三条 発注者は、監督職員を置いた場合は、その氏名を受注者

に通知しなければならない。監督職員を変更した場合も、同様と

する。 

２ 監督職員は、この要項に基づく発注者の権限とされる事項のう

ち発注者が必要と認めて監督職員に委任したもののほか、設計仕

様書に定めるところにより次に掲げる権限を有する。 

一 発注者の意図する成果物を完成させるための受注者に対する

指示 

二 この要項及び設計仕様書等（設計仕様書、発注者の指示及び

発注者と受注者との協議をいう。以下同じ。）の記載内容に関

する受注者の確認の申出又は質問に対する承諾又は回答 

三 この契約の履行に関する受注者との協議 

四 業務の進捗状況の確認、設計仕様書等の記載内容と業務の

実施状況との照合その他この契約の履行状況の監督 

３ 発注者は、監督職員にこの要項に基づく発注者の権限の一部を

委任した場合は当該権限の内容を、２名以上の監督職員を置き前

項の権限を分担させた場合はそれぞれの監督職員の有する権限の

内容を受注者に通知しなければならない。 

４ 第２項の規定に基づく監督職員の指示又は承諾は、原則として、

書面により行わなければならない。 

５ 監督職員を置いた場合は、この要項又は設計仕様書に定める指

示等については、設計仕様書に定めるものを除き、監督職員を経

由して行うものとする。この場合において、監督職員に到達した
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日をもって発注者に到達したものとみなす。 

 

 （管理技術者） 

第十四条 受注者は、業務の管理を行う管理技術者を定め、設計仕

様書に定めるところによりその氏名その他必要な事項を発注者に

通知しなければならない。管理技術者を変更した場合も、同様と

する。 

２ 管理技術者は、この契約の履行に関し、業務の管理及び統轄を

行うほか、第１６条第１項の請求の受理、同条第２項の決定及び

通知、同条第３項の請求、同条第４項の通知の受理、設計仕様書

の訂正又は変更、履行期間の変更、業務委託料の変更、第３０条

第３項（第３６条第１項又は第２項において準用する場合を含

む。）の成果物の引渡しの申出で及び引渡し、同条第４項（第３

６条第１項又は第２項において準用する場合を含む。）の引渡し、

業務委託料の請求及び受領、賠償金等（賠償金、損害金及び違約

金をいう。以下同じ。）の請求及び受領並びにこの契約の解除に

係る権限を除き、この契約に基づく受注者の一切の権限を行使す

ることができる。 

３ 受注者は、前項の規定にかかわらず自己の有する権限のうち管

理技術者に委任せず自ら行使しようとするものがある場合には、

あらかじめ、当該権限の内容を発注者に通知しなければならない。 

 

 （実施報告） 

第十五条 受注者は、設計仕様書に定めるところにより業務の実施

状況について発注者に報告しなければならない。 

 

 （管理技術者等に対する措置請求） 

第十六条 発注者は、管理技術者又は受注者の使用人若しくは第１

０条第２項の規定により受注者から業務の一部を委任され、若し

くは請け負った第三者がその業務の実施につき著しく不適当と認

められるときは、受注者に対してその理由を明示した書面により

必要な措置をとるべきことを請求することができる。 

２ 受注者は、前項の規定により請求があった場合は、当該請求に

係る事項について決定し、その結果を請求を受けた日から１０日

以内に発注者に通知しなければならない。 

３ 受注者は、監督職員がその職務の執行につき著しく不適当と認

められるときは、発注者に対してその理由を明示した書面により

必要な措置をとるべきことを請求することができる。 

４ 発注者は、前項の規定により請求があった場合は、当該請求に

係る事項について決定し、その結果を請求を受けた日から１０日

以内に受注者に通知しなければならない。 

 

 （貸与品） 

第十七条 発注者が受注者に貸与する図面その他業務に必要な物品

（以下「貸与品」という。）の品名、数量、品質、規格、性能、

引渡場所又は引渡時期は、設計仕様書に定めるところによる。 

２ 受注者は、貸与品の引渡しを受けた場合は、引渡しの日から７

日以内に借用書を発注者に提出しなければならない。 

３ 受注者は、貸与品を善良な管理者の注意をもって管理しなけれ

ばならない。 

４ 受注者は、貸与品が汚損し、若しくは毀損した場合又はその返

還が不可能となった場合は、直ちにその旨を発注者に通知しなけ

ればならない。 

５ 受注者は、業務の完了、設計仕様書の変更等により不必要とな

った貸与品を直ちに発注者に返還しなければならない。 

６ 受注者は、故意若しくは過失により貸与品が汚損し、若しくは

毀損した場合又はその返還が不可能となった場合は、発注者に対

して、発注者の指定した期間内に代品を納め、若しくは原状に復

して返還し、又は返還に代えて損害を賠償しなければならない。 

 

 （設計仕様書等不適合の場合の修補義務） 

第十八条 受注者は、受注者の業務の実施内容が設計仕様書等の内

容に適合しない場合において、発注者がその修補を請求したとき

は、当該請求に従わなければならない。発注者は、この場合にお

いて、当該不適合が発注者の指示によるときその他発注者の責め

に帰すべき事由により、必要があると認められるときは、履行期

間若しくは業務委託料を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたと

きは必要な費用を負担しなければならない。 

 

 （条件変更等） 

第十九条 受注者は、業務を実施するに当たり次の各号のいずれか

に該当する事実を発見した場合は、その旨を直ちに発注者に通知

し、その確認を発注者に請求しなければならない。 

一 設計仕様書が一致しないこと（これらの優先順位が定められ

ている場合を除く。）。 

二 設計仕様書に誤り又は脱漏があること。 

三 設計仕様書の表示が明確でないこと。 

四 設計仕様書に示された自然的又は人為的な設計条件と実際の

設計条件が相違すること。 

五 設計仕様書に明示されていない設計条件について予期するこ

とのできない特別な状態が生じたこと。 

２ 発注者は、前項の規定により確認を請求された場合又は自ら同

項各号に掲げる事実を発見した場合は、受注者の立会いの上、直

ちに調査を行わなければならない。ただし、受注者が立会いに応

じない場合には、受注者の立会いを得ずに行うことができる。 

３ 発注者は、受注者の意見を聴いて、調査の結果（これに対して

とるべき措置を指示する必要がある場合は、当該指示を含む。）

をとりまとめ、調査の終了後１４日以内にその結果を受注者に通

知しなければならない。ただし、その期間内に通知できないやむ

を得ない理由がある場合には、あらかじめ、受注者の意見を聴い

た上、当該期間を延長することができる。 

４ 発注者は、前項の調査の結果、第１項各号の事実が確認された

場合において、必要があると認められるときは、設計仕様書若し

くは指示を訂正若しくは変更し、又は発注者と受注者とが協議を

行わなければならない。 

５ 発注者は、前項の規定により設計仕様書若しくは指示を訂正若

しくは変更し、又は発注者と受注者との間において協議が行われ

た場合において、必要があると認められるときは、履行期間若し

くは業務委託料を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必

要な費用を負担しなければならない。 

 

 （設計仕様書等の変更） 

第二十条 発注者は、必要があると認めるときは、設計仕様書又は

発注者の指示の変更内容を受注者に通知して設計仕様書又は発注

者の指示を変更することができる。この場合において、発注者は、

必要があると認められるときは、履行期間若しくは業務委託料を

変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担し

なければならない。 

 

 （業務の中止） 

第二十一条 発注者は、必要があると認めるときは、業務の中止内

容を受注者に通知して業務の全部又は一部を一時中止させること

ができる。 

２ 発注者は、前項の規定により業務を一時中止した場合において、

必要があると認められるときは、履行期間若しくは業務委託料を

変更し、又は受注者が業務の続行に備えるための費用その他業務

の一時中止に伴う増加費用を必要としたとき若しくは受注者に損

害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。 

 

 （業務に係る受注者の提案） 
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第二十二条 受注者は、設計仕様書等について、技術的若しくは経

済的に優れた代替方法その他改良事項を発見し、又は発案した場

合は、発注者に対して、当該発見又は発案に基づき設計仕様書等

の変更を提案することができる。 

２ 発注者は、前項に規定する提案を受けた場合において、必要が

あると認めるときは、設計仕様書等の変更内容を受注者に通知し

て設計仕様書等を変更することができる。 

３ 発注者は、前項の規定により設計仕様書等が変更された場合に

おいて、必要があると認められるときは、履行期間又は業務委託

料を変更しなければならない。 

 

 （受注者の請求による履行期間の延長） 

第二十三条 受注者は、第３条に規定する関連設計業務の調整への

協力その他受注者の責めに帰すことができない事由により履行期

間内に業務を完了する見込みがない場合は、発注者に対して、設

計仕様書に定めるところにより履行期間の延長を請求することが

できる。 

２ 発注者は、前項の規定による請求があった場合において、必要

があると認められるときは、履行期間を延長しなければならない。

発注者は、その履行期間の延長が発注者の責めに帰すべき事由に

よる場合においては、業務委託料について必要と認められる変更

を行い、又は受注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担し

なければならない。 

 

 （発注者の請求による履行期間の短縮等） 

第二十四条 発注者は、特別の理由により履行期間を短縮する必要

がある場合は、受注者に対して、設計仕様書に定めるところによ

り履行期間の短縮を請求することができる。 

２ 発注者は、この要項の他の条項の規定により履行期間を延長す

べき場合において、特別の理由があるときは、受注者に対して、

設計仕様書に定めるところにより、延長する履行期間について、

通常必要とされる日数に満たない履行期間への変更を請求するこ

とができる。 

３ 発注者は、前２項の場合において、必要があると認められると

きは、業務委託料を変更し、又は受注者に損害を及ぼしたときは

必要な費用を負担しなければならない。 

 

 （履行期間の変更方法） 

第二十五条 履行期間の変更については、発注者と受注者とが協議

して定める。ただし、協議開始の日から１４日以内に協議が整わ

ない場合には、発注者が定め、受注者に通知することができる。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴い

て定め、受注者に通知する。ただし、受注者は、発注者が履行期

間の変更事由が生じた日から７日以内に協議開始の日を通知しな

い場合には、協議開始の日を定め、発注者に通知することができ

る。 

 

 （業務委託料の変更方法等） 

第二十六条 業務委託料の変更については、発注者と受注者とが協

議して定める。ただし、協議開始の日から１４日以内に協議が整

わない場合には、発注者が定め、受注者に通知することができる。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴い

て定め、受注者に通知する。ただし、受注者は、発注者が業務委

託料の変更事由が生じた日から７日以内に協議開始の日を通知し

ない場合には、協議開始の日を定め、発注者に通知することがで

きる。 

３ この要項の定めにより受注者が増加費用を必要とした場合又は

損害を受けた場合に発注者が負担する必要な費用の額については、

発注者と受注者とが協議して定める。 

 

 （一般的損害） 

第二十七条 成果物の引渡し前に成果物に生じた損害その他この契

約の履行により生じた損害（次条第１項又は第２項に規定する損

害を除く。）については、受注者がその費用を負担しなければな

らない。ただし、その損害（契約書に定めるところにより付され

た保険によりてん補された部分を除く。）のうち発注者の責めに

帰すべき事由により生じたものについては、発注者が負担しなけ

ればならない。 

 

 （第三者に及ぼした損害） 

第二十八条 この契約の履行により第三者に損害を及ぼした場合は、

受注者がその損害を賠償しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず同項に規定する損害（契約書に定める

ところにより付された保険によりてん補された部分を除く。）の

うち、発注者の責めに帰すべき事由により生じたものについては、

発注者が負担しなければならない。ただし、受注者が、設計仕様

書等が不適当であること等発注者の責めに帰すべき事由があるこ

とを知りながらこれを通知しなかった場合には、この限りでない。 

３ 発注者及び受注者は、前２項の場合その他この契約の履行によ

り第三者との間に紛争を生じた場合は、協力してその処理解決に

当たるものとする。 

 

 （業務委託料の変更に代える設計仕様書の変更） 

第二十九条 発注者は、第１２条、第１９条から第２４条まで、第

２７条若しくは第３２条の規定により業務委託料を増額すべき場

合又は費用を負担すべき場合において、特別の理由があるときは、

業務委託料の増額又は負担額の全部又は一部に代えて設計仕様書

を変更することができる。この場合において、設計仕様書の変更

内容は、発注者と受注者とが協議して定める。ただし、協議開始

の日から１４日以内に協議が整わない場合には、発注者が定め、

受注者に通知することができる。 

２ 前項の協議開始の日については、発注者が受注者の意見を聴い

て定め、受注者に通知する。ただし、受注者は、発注者が業務委

託料を増額すべき事由又は費用を負担すべき事由が生じた日から

７日以内に協議開始の日を通知しない場合には、協議開始の日を

定め、発注者に通知することができる。 

 

 （検査及び引渡し） 

第三十条 受注者は、業務を完了した場合は、その旨を発注者に通

知しなければならない。 

２ 発注者は、前項の規定により通知を受けた場合は、通知を受け

た日から１０日以内に受注者の立会いの上、設計仕様書に定める

ところにより業務の完了を確認するための検査を完了し、当該検

査の結果を受注者に通知しなければならない。 

３ 発注者は、前項の検査により業務の完了を確認した後、受注者

が成果物の引渡しを発注者に申出た場合は、直ちに当該成果物の

引渡しを受けなければならない。 

４ 発注者は、受注者が前項の申出を行わない場合には、受注者に

対して、当該成果物の引渡しを業務委託料の支払の完了と同時に

行うことを請求することができる。この場合において、受注者は、

当該請求に直ちに応じなければならない。 

５ 受注者は、業務が第２項の検査に合格しない場合は、直ちに修

補して発注者の検査を受けなければならない。この場合は、修補

の完了を業務の完了とみなして前４項の規定を準用する。 

 

 （業務委託料の支払） 

第三十一条 受注者は、前条第２項（前条第５項又は第３６条第１

項若しくは第２項において準用する場合を含む。以下第３項にお

いて同じ。）の検査に合格した場合は、発注者に対して、業務委

託料の支払を請求することができる。 
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２ 発注者は、前項の規定により請求があった場合は、請求を受け

た日から３０日以内に業務委託料を受注者に支払わなければなら

ない。 

３ 発注者がその責めに帰すべき事由により前条第２項の期間内に

検査を完了しない場合は、その期間を経過した日から検査を完了

した日までの期間の日数は、前項の期間（以下「約定期間」とい

う。）の日数から差し引くものとする。この場合において、その

遅延日数が約定期間の日数を超えるときは、約定期間は、遅延日

数が約定期間の日数を超えた日において満了したものとみなす。 

 

 （部分使用） 

第三十二条 発注者は、第３０条第３項（第３６条第１項又は第２

項において準用する場合を含む。）又は第４項（第３６条第１項

又は第２項において準用する場合を含む。）の規定による引渡し

前においても、成果物の全部又は一部を受注者の承諾を得て使用

することができる。 

２ 発注者は、前項の場合においては、その使用部分を善良な管理

者の注意をもって使用しなければならない。 

３ 発注者は、第１項の規定により成果物の全部又は一部を使用し

たことにより受注者に損害を及ぼした場合は、必要な費用を負担

しなければならない。 

 

 （前金払） 

第三十三条 受注者は、契約書に定めるところにより保証事業会社

と業務完了期限を保証期限とする、公共工事の前払金保証事業に

関する法律第２条第５項に規定する保証契約（以下「前払金保証

契約」という。）を締結し、その保証証書を発注者に寄託して業

務委託料の１０分の３以内の前払金の支払を発注者に請求するこ

とができる。 

２ 発注者は、前項の規定により請求があった場合は、請求を受け

た日から１４日以内に前払金を受注者に支払わなければならない。 

３ 受注者は、業務委託料が著しく増額された場合は、その増額後

の業務委託料の１０分の３から受領済みの前払金の額を差し引い

た額に相当する額の範囲内で前払金の支払を発注者に請求するこ

とができる。この場合においては、前項の規定を準用する。 

４ 受注者は、業務委託料が著しく減額された場合において、受領

済みの前払金の額が減額後の業務委託料の１０分の４を超えると

きは、業務委託料が減額された日から３０日以内にその超過額を

発注者に返還しなければならない。ただし、発注者は、この項の

期間内に第３６条の２による支払若しくは第３６条第１項又は第

２項において準用する第３１条第２項の規定による支払をしよう

とする場合には、その支払額の中からその超過額を控除すること

ができる。 

５ 受注者は、前項の期間内で前払金の超過額を返還する前に更に

業務委託料を増額した場合において、増額後の業務委託料が減額

前の業務委託料以上であるときは、その超過額を発注者に返還し

ないものとし、増額後の業務委託料が減額前の業務委託料未満で

あるときは、受領済みの前払金の額からその増額後の業務委託料

の１０分の５の額を差し引いた額を発注者に返還しなければなら

ない。 

６ 発注者は、受注者が第４項の期間内に超過額を返還しなかった

場合には、その未返還額について、遅延日数に応じ、政府契約の

支払遅延防止等に関する法律（昭和２４年法律第２５６号）第８

条第１項の規定に基づく、政府契約の支払遅延に対する遅延利息

の率（以下「遅延利息率」という。）を乗じて計算した額の遅延

利息の支払を受注者に請求することができる。 

 

 （前払金保証契約の変更） 

第三十四条 受注者は、前条第３項の規定により受領済みの前払金

に追加してさらに前払金の支払を請求する場合には、あらかじめ、

前払金保証契約を変更し、変更後の保証証書を発注者に寄託しな

ければならない。 

２ 受注者は、前項に定める場合のほか業務委託料が減額された場

合において、前払金保証契約を変更したときは、変更後の保証証

書を直ちに発注者に寄託しなければならない。 

３ 受注者は、前払金の額の変更を伴わない履行期間の変更が行わ

れた場合には、発注者に代わりその旨を保証事業会社に直ちに通

知するものとする。 

 

 （前払金の使用等） 

第三十五条 受注者は、前払金をこの契約を履行するための材料費、

労務費、外注費、機械購入費（業務において償却される割合に相

当する額に限る。）、動力費、支払運賃及び保証料に相当する額

として必要な経費以外の支払に充当してはならない。 

 

 （前払金等の不払に対する受注者の業務中止） 

第三十五条の二 受注者は、第３３条、第３６条第１項又は第２項

において準用する第３１条第２項若しくは第３６条の２の規定に

基づく支払を遅延し、相当の期間を定めてその支払を請求したに

もかかわらず支払をしないときは、業務の全部又は一部を中止す

ることができる。この場合においては、受注者は、その理由を明

示した書面により、直ちにその旨を発注者に通知しなければなら

ない。 

２ 発注者は、前項の規定により受注者が業務を一時中止した場合

において、必要があると認められるときは履行期間若しくは業務

委託料を変更し、又は受注者が増加費用を必要とし、若しくは受

注者に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならな

い。 

 

 （部分引渡し） 

第三十六条 成果物について、発注者が設計仕様書において業務の

完了に先だって引渡しを受けるべきことを指定した部分（以下

「指定部分」という。）がある場合において、当該指定部分の業

務が完了したときは、第３０条中「業務」とあるのは「指定部分

に係る業務」と、「成果物」とあるのは「指定部分に係る成果

物」と、同条第４項及び第３１条中「業務委託料」とあるのは

「部分引渡しに係る業務委託料」と読み替えてこれらの規定を準

用する。 

２ 発注者は、前項に規定する場合のほか成果物の一部分が完成し、

かつ、可分なものであるときは、当該部分について受注者の承諾

を得て引渡しを受けることができる。この場合において、第３０

条中「業務」とあるのは「引渡部分に係る業務」と、「成果物」

とあるのは「引渡部分に係る成果物」と、同条第４項及び第３１

条中「業務委託料」とあるのは「部分引渡しに係る業務委託料」

と読み替えてこれらの規定を準用する。 

３ 前２項において準用される第３１条第１項の規定により請求す

ることができる部分引渡しに係る業務委託料の額は、次の各号に

掲げる式により算定しなければならない。この場合において、第

１号中「指定部分に相応する業務委託料」又は第２号中「引渡部

分に相応する業務委託料」は、発注者と受注者とが協議して定め

る。ただし、発注者は、前２項において準用される第３１条第１

項の請求を受けた日から１４日以内に協議が整わない場合には、

発注者が定め、受注者に通知することができる。 

一 第１項に規定する部分引渡しに係る業務委託料 

指定部分に相応する業務委託料×（１－前払金の額／業務委

託料） 

二 第２項に規定する部分引渡しに係る業務委託料 

引渡部分に相応する業務委託料×（１－前払金の額／業務委

託料） 

 



- 6 - 

 （部分払） 

第三十六条の二 受注者は、業務の完了の前に、受注者が既に業務

を完了した部分（第３６条の規定により部分引渡しを受けている

場合には、当該引渡し部分を除くものとし、以下「既履行部分」

という。）に相応する業務委託料相当額の１０分の９以内の額に

ついて、次項から第７項までに定めるところにより部分払を請求

することができる。 

２ 受注者は、部分払を請求しようとするときは、あらかじめ、当

該請求に係る既履行部分の確認を発注者に請求しなければならな

い。 

３ 発注者は、前項の場合において、当該請求を受けた日から１０

日以内に、受注者の立会いの上、設計仕様書に定めるところによ

り、同項の確認をするための検査を行い、当該確認の結果を受注

者に通知しなければならない。 

４ 前項の場合において、検査に直接要する費用は、受注者の負担

とする。 

５ 部分払金の額は、次の式により算定する。この場合において、

第１項の業務委託料相当額は、発注者と受注者とが協議して定め

る。ただし、発注者が第３項の通知にあわせて第１項の業務委託

料相当額の協議を申し出た日から１０日以内に協議が整わない場

合には、発注者が定め、受注者に通知する。 

部分払金の額≦第１項の業務委託料相当額× 

（９／１０－前払金額／業務委託料） 

６ 受注者は、第３項の規定による確認があったときは、前項の規

定により算定された額の部分払を請求することができる。この場

合においては、発注者は、当該請求を受けた日から１４日以内に

部分払金を支払わなければならない。 

７ 前項の規定により部分払金の支払があった後、再度部分払の請

求をする場合においては、第１項及び第５項中「業務委託料相当

額」とあるのは「業務委託料相当額から既に部分払の対象となっ

た業務委託料相当額を控除した額」とするものとする。 

 

 （瑕疵担保） 

第三十七条 発注者は、成果物に瑕疵がある場合は、受注者に対し

て、相当の期間を定めてその瑕疵の修補を請求し、又は修補に代

え、若しくは修補とともに損害の賠償を請求することができる。

なお、この項において受注者が負うべき責任は、第３０条第２項

（第３６条第１項又は第２項において準用する場合を含む。）又

は第３６条の２第３項の規定による検査に合格したことをもって

免れるものではない。 

２ 前項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償の請求は、第３０条

第３項又は第４項の規定により成果物の引渡しを受けた場合はそ

の引渡しを受けた日から当該成果物を利用した工事の完成後、前

条第１項又は第２項において準用する第３０条第３項又は第４項

の規定により部分引渡しを受けた場合はその引渡しを受けた日か

ら当該部分を利用した工事の完成後それぞれ木造の建物等の設計

のときは、１年以内、ｺﾝｸﾘｰﾄ造等の建物等、土木工作物等又は設

備等の設計のときは、２年以内に行わなければならない。ただし、

これらの場合であっても、成果物の引渡しを受けた日から１０年

を超えては、前項の規定による瑕疵の修補又は損害賠償の請求を

行うことはできない。 

３ 前項の規定にかかわらず成果物の瑕疵が受注者の故意又は重大

な過失により生じた場合には、同項に規定する請求を行うことが

できる期間は、成果物の引渡しを受けた日から１０年とする。 

４ 発注者は、成果物の引渡しの際に瑕疵があることを知った場合

は、第１項の規定にかかわらずその旨を直ちに受注者に通知しな

ければ、当該瑕疵の修補又は損害賠償を請求することはできない。

ただし、受注者がその瑕疵があることを知っていた場合には、こ

の限りでない。 

５ 第１項の規定は、成果物の瑕疵が設計仕様書等又は貸与品の性

状により生じたものである場合は、適用しない。ただし、受注者

がその内容又は性状が不適当であることを知りながらこれを発注

者に通知しなかった場合には、この限りでない。 

 

 （履行遅滞の場合における損害金等） 

第三十八条 発注者は、受注者の責めに帰すべき事由により履行期

間内に業務を完了することができない場合は、損害金の支払を受

注者に請求することができる。 

２ 前項の損害金の額は、業務委託料から第３６条第１項又は第２

項において準用する第３０条第３項又は第４項の規定により部分

引渡しを受けた部分に相応する業務委託料を控除した額について、

遅延日数に応じ、遅延利息率を乗じて計算した額とする。 

３ 受注者は、発注者の責めに帰すべき事由により第３１条第２項

（第３６条第１項又は第２項において準用する場合を含む。）に

規定する業務委託料の支払が遅れた場合は、未受領金額について、

遅延日数に応じ、遅延利息率を乗じて計算した額の遅延利息の支

払を発注者に請求することができる。 

 

 （談合等不正行為があった場合の違約金等） 

第三十八条の二 受注者（設計共同体にあっては、その構成

員）が、次に掲げる場合のいずれかに該当したときは、受

注者は、発注者の請求に基づき、業務委託料（この契約締

結後、業務委託料の変更があった場合には、変更後の業務

委託料。）の１０分の１に相当する額を違約金として発注

者の指定する期間内に支払わなければならない。 

一 この契約に関し、受注者が私的独占の禁止及び公正取引の確

保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止

法」という。）第３条の規定に違反し、又は受注者が構成事業

者である事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反し

たことにより、公正取引委員会が受注者に対し、独占禁止法第

７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合

を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命

令」という。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定し

た当該納付命令が独占禁止法第６３条第２項の規定により取り

消された場合を含む。）。 

二 納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の

規定に基づく排除措置命令（これらの命令が受注者又は

受注者が構成事業者である事業者団体（以下「受注者

等」という。）に対して行われたときは、受注者等に対

する命令で確定したものをいい、受注者等に対して行わ

れていないときは、各名宛人に対する命令すべてが確定

した場合における当該命令をいう。）において、この契

約に関し、独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に

違反する行為の実行としての事業活動があったとされた

とき。 

三 前号に規定する納付命令又は排除措置命令により、受

注者等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違

反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為

の対象となった取引分野が示された場合において、この

契約が、当該期間（これらの命令に係る事件について、

公正取引委員会が受注者に対し納付命令を行い、これが

確定したときは、当該納付命令における課徴金の計算の

基礎である当該違反する行為の実行期間を除く。）に入

札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、か

つ、当該取引分野に該当するものであるとき。 

四 この契約に関し、受注者（法人にあっては、その役員

又は使用人を含む。）の刑法（明治４０年法律第４５

号）第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項若しく

は第９５条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。 

２ この契約に関し、次の各号に掲げる場合のいずれかに該 
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当したときは、受注者は、発注者の請求に基づき、請負代 

金額の１０分の１に相当する額のほか、請負代金額の１０

０分の５に相当する額を違約金として発注者の指定する期

間内に支払わなければならない。 

一 前項第１号に規定する確定した納付命令における課徴 

金について、独占禁止法第７条の２第８項又は第９項の 

規定の適用があるとき。 

 二 前項第２号に規定する納付命令若しくは排除措置命令 

又は同項第４号に規定する刑に係る確定判決において、 

受注者が違反行為の首謀者であることが明らかになった 

とき。 

３ 受注者は、契約の履行を理由として、第１項及び第２項 

の違約金を免れることができない。 

４ 第一項及び第二項の規定は、発注者に生じた実際の損害の

額が違約金の額を超過する場合において、発注者がその超

過分の損害につき賠償を請求することを妨げない。 

 

 （発注者の解除権） 

第三十九条 発注者は、受注者が次の各号のいずれかに該当する場

合は、この契約を解除することができる。 

一 正当な理由がなく、業務に着手すべき期日を過ぎても業務に

着手しないとき。 

二 その責めに帰すべき事由により履行期間内に業務が完了し

ないとき又は履行期間経過後相当の期間内に業務を完了する

見込みが明らかにないと認められるとき。 

三 第１４条第１項に掲げる管理技術者を配置しなかったとき。 

四 前３号に掲げる場合のほか、この契約に違反し、その違反

によりこの契約の目的を達成することができないと認められ

るとき。 

五 第４１条第１項の規定によらないでこの契約の解除を申出

たとき。 

六 受注者（受注者が設計共同体であるときは、その構成員の

いずれかのもの。以下この号において同じ。）が次のいずれ

かに該当するとき。 

イ 役員等（受注者が個人である場合にはその者を、受注者が

法人である場合にはその役員又はその支店若しくは常時建設

コンサルタント業務等の契約を締結する事務所の代表者をい

う。以下この号において同じ。）が暴力団員による不当な行

為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号。以下「暴

力団対策法」という。）第２条第６号に規定する暴力団員

（以下この号において「暴力団員」という。）であると認め

られるとき。 

ロ 暴力団（暴力団対策法第２条第２号に規定する暴力団をい

う。以下この号において同じ。）又は暴力団員が経営に実質

的に関与していると認められるとき。 

ハ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目

的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力

団員を利用するなどしたと認められるとき。 

ニ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、

又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維

持、運営に協力し、若しくは関与していると認められるとき。 

ホ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関

係を有していると認められるとき。 

へ 再委託契約その他の契約にあたり、その相手方がイからホ

までのいずれかに該当することを知りながら、当該者と契約

を締結したと認められるとき。 

ト 受注者が、イからホまでのいずれかに該当する者を再委託

契約その他の契約の相手方としていた場合（ヘに該当する場

合を除く。）に、発注者が受注者に対して当該契約の解除を

求め、受注者がこれに従わなかったとき。 

（契約が解除された場合等の違約金） 

第三十九条の二 次の各号のいずれかに該当する場合においては、

受注者は、業務委託料の１０分の１に相当する額を違約金として

発注者の指定する期間内に支払わなければならない。 

一 前条の規定によりこの契約が解除された場合 

二 受注者がその債務の履行を拒否し、又は受注者の責めに帰す 

べき事由によって受注者の債務について履行不能となった場合。 

２ 次の各号に掲げる者がこの契約を解除した場合は、前項第二号 

に該当する場合とみなす。 

一 受注者について破産手続開始の決定があった場合において、 

破産法（平成１６年法律第７５号）の規定により選任された破

産管財人 

二 受注者について更正手続開始の決定があった場合において、 

会社更生法（平成１４年法律第１５４号）の規定により選任さ

れた管財人 

三 受注者について再生手続開始の決定があった場合において、 

民事再生法（平成１１年法律第２２５号）の規定により選任さ

れた再生債務者等 

３ 第１項の場合（第３９条第六号の規定により、この契約が解除

された場合を除く）において、第５条の規定により契約保証金の

納付又はこれに代わる担保の提供が行われているときは、発注者

は、当該契約保証金又は担保をもって第１項の違約金に充当する

ことができる。 

 

 （発注者の任意解除権） 

第四十条 発注者は、業務が完了するまでの間は、第３９条の規定

によるほか、必要がある場合は、この契約を解除することができ

る。 

２ 発注者は、前項の規定によりこの契約を解除したことにより受

注者に損害を及ぼした場合は、その損害を受注者に賠償しなけれ

ばならない。 

 

 （受注者の解除権） 

第四十一条 受注者は、次の各号のいずれかに該当する場合は、こ

の契約を解除することができる。 

一 第２０条の規定により設計仕様書を変更したため業務委託料

が３分の２以上減少したとき。 

二 第２１条第１項の規定による業務の中止期間が履行期間の

１０分の５（当該期間の１０分の５が６月を超える場合は、

６月）を超えたとき。ただし、中止が業務の一部のみの場合

には、その一部を除いた他の部分の業務が完了した後３月を

経過しても、なおその中止が解除されないとき。 

三 発注者がこの契約に違反し、その違反によりこの契約の履

行が不可能となったとき。 

２ 受注者は、前項の規定によりこの契約を解除した場合において、

損害があるときは、その損害の賠償を発注者に請求することがで

きる。 

 

 （解除の効果） 

第四十二条 第１条第２項に規定する発注者及び受注者の義務は、

この契約が解除された場合は、消滅する。 

２ 発注者は、前項の規定にかかわらずこの契約が解除された場合

において、必要があると認めるときは、第３６条第１項又は第２

項において準用する第３０条第３項又は第４項の規定により部分

引渡しを受けた成果物の全部又は一部を受注者の承諾を得て返還

しないことができる。この場合において、発注者は、当該返還し

ない部分に相応する業務委託料（以下「未返還部分業務委託料」

という。）を受注者に支払わなければならない。 

３ 発注者は、第１項の規定にかかわらずこの契約が解除された場

合において、必要があると認めるときは、成果物の一部分が完成
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した部分を検査の上、検査に合格した部分を受注者の承諾を得て

引渡しを受けることができる。この場合において、発注者は、当

該引渡しを受けた部分に相応する業務委託料（以下「既実施部分

業務委託料」という。）を受注者に支払わなければならない。 

４ 未返還部分業務委託料（一部を返還しない場合に限る。）及び

既実施部分業務委託料は、発注者と受注者とが協議して定める。

ただし、第２項又は前項に規定する承諾を受けた日から１４日以

内に協議が整わない場合には、発注者が定め、受注者に通知する

ことができる。 

 

 （解除に伴う措置） 

第四十三条 受注者は、この契約が解除された場合において、第３

３条の規定により前払金の支払又は第３６条第１項若しくは第２

項において準用する第３０条第３項又は第４項の規定により部分

引渡しに係る業務委託料の支払があったときは、第３９条第１項

の規定によるこの契約の解除にあっては当該前払金の額又は業務

委託料に当該前払金又は業務委託料の支払の日から返還の日まで

の日数に応じ、遅延利息率を乗じて計算した額の利息を付した額

を、第４０条第１項又は第４１条第１項の規定によるこの契約の

解除にあっては当該前払金の額又は業務委託料を発注者に返還し

なければならない。 

２ 受注者は、前項の規定にかかわらずこの契約が解除された場合

において、発注者が前条第２項の規定により部分引渡しを受けた

成果物の全部又は一部を受注者に返還しないときで第３３条の規

定により前払金の支払又は第３６条第１項若しくは第２項におい

て準用する第３０条第３項又は第４項の規定により部分引渡しに

係る業務委託料の支払があったときは、先ず当該前払金の額を、

次に当該業務委託料を未返還部分業務委託料に充当しなければな

らない。 

３ 受注者は、前項の場合において、前払金の額又は業務委託料に

なお余剰があるときは、第３９条第１項の規定によるこの契約の

解除にあっては当該前払金の余剰額又は業務委託料の余剰額に当

該前払金又は業務委託料の支払の日から返還の日までの日数に応

じ、遅延利息率を乗じて計算した額の利息を付した額を、第４０

条第１項又は第４１条第１項の規定によるこの契約の解除にあっ

ては当該前払金の余剰額又は業務委託料の余剰額を発注者に返還

しなければならない。 

４ 受注者は、この契約が解除された場合において、貸与品がある

ときは、当該貸与品を発注者に返還しなければならない。受注者

は、この場合において、当該貸与品が受注者の故意又は過失によ

り汚損し、毀損し、又はその返還が不可能となったときは、発注

者に対して、代品を納め、若しくは原状に復して返還し、又は返

還に代えてその損害を賠償しなければならない。 

５ 前項前段に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等につ

いては、この契約の解除が第３９条又は第３９条の２第２項によ

る場合は、発注者が定め、第４０条又は第４１条の規定による場

合は、受注者が発注者の意見を聴いて定めるものとし、前項後段

に規定する受注者のとるべき措置の期限、方法等については、発

注者が受注者の意見を聴いて定める。 

 

 （保険） 

第四十四条 受注者は、契約書に定めるところにより保険を付した

場合又は任意に保険を付している場合は、当該保険に係る証券又

はこれに代わるものを直ちに発注者に提示しなければならない。 

２ 受注者は、契約書に定めるところにより保険を付した場合に、

履行期間の延長又は業務委託料の増額がされたときは、保険期間

又は保険金額を変更し、変更後の保険に係る証券又はこれに代わ

るものを直ちに発注者に提示しなければならない。 

３ 受注者は、契約書に定めるところにより保険を付した場合に、

履行期間の繰上げ又は業務委託料の減額がされたときにおいて、

保険期間又は保険金額を変更したときは、変更後の保険に係る証

券又はこれに代わるものを直ちに発注者に提示しなければならな

い。 

 

 （賠償金等の徴収） 

第四十五条 発注者は、受注者がこの要項に定める賠償金等を期限

までに発注者に支払わない場合は、その支払わない額について、

遅延日数に応じ年５ﾊﾟｰｾﾝﾄの割合で計算した額の遅延利息の支払

を受注者に請求することができる。 

２ 発注者は、発注者が受注者に支払うべき業務委託料から受注者

が発注者に支払うべき賠償金等の額に前項の遅延利息を付した額

を控除することができる。 

 

 （紛争の解決） 

第四十六条 発注者及び受注者は、契約書、この要項又は設計仕様

書の定めにより発注者と受注者とが協議して定めるものにつき協

議が整わなかった場合に発注者が定めたものに受注者が不服があ

るときその他この契約に関して発注者と受注者との間に紛争を生

じたときは、協議の上調停人１名を選任し、当該調停人のあっせ

ん又は調停によりその解決を図らなければならない。この場合に

おいて、紛争の処理に要する費用については、発注者と受注者と

が協議して定めたものを除き、調停人の選任に係るものは発注者

と受注者とが折半し、その他のものは発注者と受注者とがそれぞ

れ負担しなければならない。 

２ 発注者又は受注者は、前項の規定にかかわらず必要があると認

めるときは、同項に規定する紛争解決の手続前又は手続中であっ

ても同項の発注者と受注者との間の紛争について民事訴訟法（明

治２３年法律第２９号）に基づく訴えの提起又は民事調停法（昭

和２６年法律第２２２号）に基づく調停の申立てを行うことがで

きる。 

３ 発注者又は受注者は、前項の規定にかかわらず、管理技術者の

職務の執行に関する紛争、受注者の使用人若しくは第１０条第２

項の規定により受注者から業務の一部を委任され、若しくは請け

負った者の業務の実施に関する紛争又は監督職員の職務の執行に

関する紛争については、第１６条第２項の規定により受注者が決

定を行った後若しくは同条第４項の規定により発注者が決定を行

った後又は発注者若しくは受注者が決定を行わずに同条第２項若

しくは第４項に規定する期間が経過した後でなければ、第１項に

規定するあっせん若しくは調停の手続又は前項に規定する訴えの

提起若しくは調停の申立てを請求することができない。 

 

 （補則） 

第四十七条 この要項に定めのない事項は、必要に応じて発注者と

受注者とが協議して定める。 

 

 （その他） 

第４８条 この要項の実施に必要な事項については、別記の設計業

務委託現場説明書によるものとする。 
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独立行政法人国立高等専門学校機構設計業務委託特記仕様書 
  
 
 
Ⅰ 業務概要 
 １．業務名称     阿南工業高専ライフライン再生（給排水設備）（Ⅱ期）設計業務  
 
 ２．計画施設概要  

(1) 施設名称     阿南工業高等専門学校                   
(2) 敷地の場所   徳島県阿南市見能林町青木 265 番地（阿南工業高等専門学校構内）  
(3) 施設用途    学校                            

 
 ３．履行期限     令和２年３月３１日（火）なお、財政法の定めによる承認を得た 

後に６月３０日（火）まで延長予定。              
 
 ４．設計与条件 
   (1) 敷地の条件 
      a.敷地の面積             １０２，５９３㎡                 
      b.用途地域及び地区の指定  第１種中高層住居専用地域             
 
   (2) 施設の条件 
      a.施設の延べ床面積                              
      b.主要構造及び階数                              
 
    (3) 建設の条件 
       建設工期         令和２年３月１日から令和２年３月３１日（予定）  

                         
 
    (4) 設計与条件 

詳細な設計条件           別紙業務条件概要書による             
                         

 
 
Ⅱ 業務仕様 

 特記仕様書に記載されていない事項は、「公共建築設計業務委託共通仕様書（統一基
準）（平成３１年版）」による。 

 
  １．特記仕様書の適用 

(1) 特記仕様書に記載された特記事項の中で・印の付いたものについては、○印の付いた
ものを適用する。 

(2) 表中各欄に数字、文字、記号等を記入する事項については、記入してある事項のみを
適用する。 

(3)    印又は×印で抹消した事項は、全て適用しない。 
 
 ２．独立行政法人国立高等専門学校機構設計業務委託特記仕様書における読替等 

(1) 公共建築設計業務委託共通仕様書中「調査職員」とあるのは、「監督職員」に読み替
えるものとする。 

 
 ３．管理技術者の資格要件 
   管理技術者の資格要件はいずれかによる。 
    ・建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）による設備設計一級建築士 
    ・建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）による建築設備士 
    ・技術士法（昭和 58 年法律第  25 号）による技術士(上下水道部門) 
 
 ４．プロポーザル方式により業務を受注した場合の業務履行 

 受注者は、プロポーザル方式により設計業務を受注した場合には、技術提案書により提
案された履行体制により当該業務を履行する。 

 
 ５．計画通知における設計者 
   計画通知における設計者は次による。 
    ・受注者 
    ・発注者 
    ・                                     
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  ６．業務範囲 
  (1) 一般業務 
  委託した業務内容のうち、対象外業務等欄に記載された業務は、発注者が行うものとする。 
 

①  基本設計 
 

                   業 務 内 容 委託 対象外業務等 

(1)設計条件等の 
整理 

(ⅰ) 条件整理
 

・
 

 

(ⅱ) 設計条件の変更等の場合の
      協議 

・
 

 

(2)法 令 上 の 諸 条 件 
の 調 査 及 び 関 係
機関との打合せ 

(ⅰ) 法令上の諸条件の調査
 

・
 

 

(ⅱ) 計画通知に係る関係機関と
の打合せ 

・
 

 

(3) 上下水道、ガス、電力、通信等の供給状況の調 
  査及び関係機関との打合せ 

・
 

 

(4) 基本設計方針の
策定 

 

(ⅰ) 総合検討
 

・
 

 

( ⅱ )基 本 設 計 方 針 の 策 定 及 び
説明 

・
 

 

(5) 基本設計図書の作成
 

・  

(6) 概算工事費の検討
 

・  

(7) 基本設計内容の説明等
 

・  

            
       ②実施設計（建築） 
     

                   業 務 内 容 委託 対象外業務等 

総合（意匠） 
(1) 要求等の確認 

 
(ⅰ) 要求等の確認

 
・

 
 

(ⅱ) 設計条件の変更等の場合の
協議 

・
 

 

(2) 法令上の諸条件
の調査及び関係
機関との打合せ 

(ⅰ) 法令上の諸条件の調査
 

・
 

 

(ⅱ) 計画通知に係る関係機関 
との打合せ 

・
 

 

(3) 実施設計方針の 
策定 

 

 

(ⅰ) 総合検討
 

・
 

 

(ⅱ) 実施設計のための基本事項
   の確定 

・
 

 

( ⅲ )実 施 設 計 方 針 の 策 定 及 び
説明 

・
 

 

(4) 実施設計図書の 
   作成 

(ⅰ) 実施設計図書の作成
 

・
 

 

(ⅱ) 計画通知図書の作成
 

・
 

 

(5) 概算工事費の検討
 

・
 

 

(6) 実施設計内容の説明等
 

・
 

 

構造 
(1) 要求等の確認 

 
(ⅰ) 要求等の確認

 
・

 
 

(ⅱ) 設計条件の変更等の場合の
      協議 

・
 

 

(2) 法令上の諸条件 
   の調査及び関係 
   機関との打合せ 

(ⅰ) 法令上の諸条件の調査
 

・
 

 

(ⅱ) 計画通知に係る関係機関 
   との合せ 

・
 

 

(3) 実施設計方針の 
   策定 

 

(ⅰ) 総合検討
 

・
 

 

(ⅱ) 実施設計のための基本事 
   項の確定 

・
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(ⅲ) 実施設計方針の策定及び 
   説明 

・
 

 

(4) 実施設計図書の  
作成 

 

(ⅰ) 実施設計図書の作成
 

・
 

 

(ⅱ) 計画通知図書の作成
 

・
 

 

(5) 概算工事費の検討
 

・
 

 

(6) 実施設計内容の説明等
 

・
 

 

 
 

③実施設計（設備） 
     

                   業 務 内 容 委託 対象外業務等 

(1) 要求等の確認 

 
(ⅰ) 要求等の確認

 
・

 
 

(ⅱ) 設計条件の変更等の場合の
協議 

・
 

 

(2) 法令上の諸条件 
の調査及び関係
機関との打合せ 

(ⅰ) 法令上の諸条件の調査
 

・
 

 

(ⅱ) 関係機関との打合せ 
・

 
 

(3) 実施設計方針の 
策定 

 

 

(ⅰ) 総合検討
 

・
 

 

(ⅱ) 実施設計のための基本事項
の確定 

・
 

 

(ⅲ) 実施設計方針の策定及び   
説明 

・
 

 

(4) 実施設計図書の 
作成 

 

(ⅰ) 実施設計図書の作成
 

・
 

 

(ⅱ) 計画通知図書の作成
 

・
 

 

(5) 概算工事費の検討
 

・
 

 

(6) 実施設計内容の説明等
 

・
 

 

  
 

④実施設計（土木） 
     

                   業 務 内 容 委託 対象外業務等 

(1) 要求等の確認 

 
(ⅰ) 要求等の確認

 
・

 
 

(ⅱ) 設計条件の変更等の場合の 
協議 

・
 

 

(2) 法令上の諸条件 
の調査及び関係 

   機関との打合せ 

(ⅰ) 法令上の諸条件の調査
 

・
 

 

(ⅱ) 計画通知に係る関係機関と 
の打合せ 

・
 

 

(3) 実施設計方針の 
策定 

 

(ⅰ) 総合検討
 

・
 

 

(ⅱ) 実施設計のための基本事項 
の確定 

・
 

 

(ⅲ) 実施設計方針の策定及び   
説明 

・
 

 

(4) 実施設計図書の 
作成 

 

(ⅰ) 実施設計図書の作成
 

・
 

 

(ⅱ) 計画通知図書の作成
 

・
 

 

(5) 概算工事費の検討
 

・
 

 

(6) 実施設計内容の説明等
 

・
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   ⑤設計意図の伝達 

  
  
  

 

                   業 務 内 容 委託 対象外業務等 

(1) 設計意図を正確に伝えるための質疑応答、説明等
 

・
 

 

(2) 工事材料、設備機器等の選定に関する設計意図の 
観点からの検討、助言等 

・
 

 

 
※遅滞ない設計意図伝達の実施について 
 設計者が設計意図を遅滞なく伝達することが、工事の生産性向上に資することを十
分認識した上で、常に工事の工程を確認し業務を実施すること。工事の工程に合わせ
て検討、報告等の期限が設定された場合は、これを遵守すること。 
※ワンデーレスポンス 
 ワンデーレスポンスとは、工事の受注者等からの質問、協議に対して発注者が、基
本的に「その日のうちに」回答するよう対応することである。なお、即日回答が困難
な場合に、いつまでに回答が可能かについても工事の受注者等と協議を行い、回答期
限を設けるなど、何らかの回答を「その日のうち」にすることを含んでいる。 
 本業務受注者は、工事の受注者等からの質問、協議のうち、本業務に関する事項に
ついて、発注者が「その日のうち」に何らかの対応が可能な体制を整備するなど、必
要な協力をしなければならない。なお、質問、協議の内容により、ワンデーレスポン
スの実施において即日の対応が困難な場合は監督職員と協議の上、期限を確認すると
ともに、これを遵守すること。 

 
  (2) 追加業務 
    ・積算業務 

・積算数量算出書の作成（数量調書の作成を含む。） 
  ・単価作成資料の作成（単価の決定及び単価調書の作成を含む。） 
  ・見積徴収及び見積検討資料の作成（単価の決定及び単価調書の作成を含む。） 
  ・工事費内訳書の作成（直接工事費の算出までとし、共通費の算出は含まない。 
   ただし、積み上げによる共通費の算出は含む。） 

    ・透視図作成 
     〔種類（ ）判の大きさ（ ）、枚数（ ）、額の有無（ ）及び材料（ ）〕 
    ・透視図の写真撮影 
     〔カット枚数（ ）、判の大きさ（ ）及び白黒・カラーの別（ ）〕 
    ・模型製作 
     〔縮尺（ ）、主要材料（ ）、ケースの有無（ ）及び材質（ ）〕 
    ・模型の写真撮影 
     〔カット枚数（ ）、判の大きさ（ ）及び白黒・カラーの別（ ）〕 
    ・計画通知手続き業務（手数料を含む。） 
    ・市区町村指導要綱等による中高層建築物の届出書の作成及び手続き業務 
     （標識看板の作成、設置報告書の提出、日影図の作成） 
    ・建築物エネルギー消費性能適合性判定に関する資料の作成及び手続き業務（手数料

を含む。） 
    ・防災計画評定又は防災性能評価に関する資料の作成及び手続き業務（手数料を含む。） 
    ・構造評定又は構造性能評価に関する資料の作成及び手続き業務（手数料を含む。） 
    ・コスト縮減検討報告書の作成 
      設計にあたって、コスト縮減対策として有効なものとして採択した事項及び縮減

効果等をコスト縮減検討報告書として取りまとめを行う。 
    ・ライフサイクルコスト（ＬＣＣ）の算定 
      各段階（基本設計、実施設計）に応じた算定方法（略算法、精算法）により、 

ＬＣＣの検討を行う。 
        ・グリーン購入計画書の作成 

 設計にあたって、環境負荷を低減できる材料等について検討を行い、設計に反映
させるものとし、その検討内容をグリーン購入計画書として取りまとめを行う。 

    ・リサイクル計画書の作成 
 設計にあたって、建設副産物対策（発生の抑制、再利用の促進、適正処理の徹
底）について検討を行い、設計に反映させるものとし、その検討内容をリサイクル
計画書として取りまとめを行う。 

    ・環境保全性能評価の実施 
      設計成果について、下記により評価を実施し、その結果を提出する。 
      ① 総合的な環境保全性能の評価（評価の方式を記載する  ） 
      ② 生涯二酸化炭素排出量（LCCO2）の評価（評価の方式を記載する  ） 
      ③ 建築物のエネルギー消費性能の評価（評価の方式を記載する  ） 
    ・工事工程表の検討及び作成 

・住民説明用資料の作成及び支援 
・ 

 
 ７．業務の実施 
  (1) 一般事項 
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① 業務は、提示された設計与条件、適用基準類によって行う。 
② 業務の着手にあたり、目標となる工事費は監督職員と協議するものとする。 

 
  (2) 環境保全性能 
    【「官庁施設の環境保全性に関する基準」（国土交通省 H29.3.22 付け国営  
     環第 14 号）の第３章、3.1 から 3.2 を参照】               
     ・建築非構造部材及び建築設備については、合理的な耐久性が確保された  
      ものであるとともに、更新、修繕及び補修が容易なものをする。     
     ・適切な維持管理が容易に行えるよう、適切な作業スペース等を確保する。 
     ・建設副産物の発生抑制、再利用及び再利用を図る。           
     ・環境負荷の大きい物質を使用した資機材の使用を抑制するとともにその  
      適切な回収に配慮する。                       
 
  (3) 環境配慮型プロポーザル方式において実施すべきと判断した技術提案 
                                        
                                        
                                        
                                        
  (4) 協議及び記録 
     協議は次の時期に行い、その記録を書面に残すものとする。 

① 監督職員又は管理技術者が必要と認めたとき 
② その他（ 打合せを行った時                 ） 

 
  (5) 適用基準類 
     関係法令のほか、次の基準等による。 
   ① 共 通 
    ・官庁施設の総合耐震・対津波計画基準（統一基準）    （平成２５年版） 

・官庁施設の環境保全性基準（統一基準）         （平成２９年版） 
・文部科学省地盤調査標準仕様書             （平成２３年版） 

 
②   建築 

    ・公共建築工事標準仕様書（統一基準）（建築工事編）   （平成３１年版） 
    ・文部科学省建築工事標準仕様書（特記基準）       （平成３１年版） 
    ・公共建築改修工事標準仕様書（統一基準）（建築工事編） （平成３１年版） 
    ・文部科学省建築改修工事標準仕様書（特記基準）     （平成３１年版） 
    ・建築構造設計指針                   （平成３０年版） 
    ・公共建築木造工事標準仕様書（統一基準）        （平成３１年版） 
    ・建築工事特記仕様書書式・同記載要領          （平成２８年版）※ 

・ 
 
   ③ 建築積算 
    ・公共建築工事積算基準（統一基準）           （平成２８年版） 
    ・公共建築工事共通費積算基準（統一基準）        （平成２８年版） 
    ・公共建築工事標準単価積算基準（統一基準）       （平成３１年版） 
    ・公共建築数量積算基準(統一基準)             （平成２９年版） 
    ・公共建築工事内訳書標準書式(統一基準)(建築工事編)   （平成３０年版） 
    ・公共建築工事見積標準書式(統一基準)(建築工事編)    （平成３０年版） 
    ・公共建築工事積算基準等資料              （令和 元年版） 

・ 
 

③   設備 
    ・公共建築工事標準仕様書（統一基準）（電気設備工事編） （平成３１年版） 
    ・文部科学省電気設備工事標準仕様書（特記基準）      （平成３１年版） 
    ・公共建築改修工事標準仕様書(統一基準)(電気設備工事編)  （平成３１年版） 
    ・公共建築設備工事標準図(統一基準)(電気設備工事編)    （平成３１年版） 
    ・文部科学省電気設備工事標準図（特記基準）           （平成３１年版） 
    ・電気設備工事特記仕様書書式・同記載要領        （平成  年版）※ 
    ・建築設備耐震設計・施工指針（建設省住宅局建築指導課監修） （2014 年版） 
    ・公共建築工事標準仕様書（統一基準）（機械設備工事編） （平成３１年版） 
    ・文部科学省機械設備工事標準仕様書（特記基準）     （平成３１年版） 
    ・公共建築改修工事標準仕様書(統一基準)(機械設備工事編)  （平成３１年版） 
    ・公共建築設備工事標準図(統一基準)(機械設備工事編)    （平成３１年版） 
    ・文部科学省機械設備工事標準図（特記基準）          （平成３１年版） 
    ・機械設備工事特記仕様書書式・同記載要領        （平成  年版）※ 

・ 
 
   ⑤ 設備積算 

・公共建築工事積算基準(統一基準)            （平成２８年版） 
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    ・公共建築工事共通費積算基準(統一基準)         （平成２８年版） 
    ・公共建築工事標準単価積算基準(統一基準)        （平成３１年版） 
    ・公共建築設備数量積算基準(統一基準)           （平成２９年版） 
    ・公共建築工事内訳書標準書式(統一基準)(設備工事編)    （平成３０年版） 
    ・公共建築工事見積標準書式(統一基準)(設備工事編)        （平成３０年版） 
         ・文部科学省建築工事標準単価積算基準（特記基準）         （平成３１年版） 
    ・公共建築工事積算基準等資料              （平成３１年版） 
         ・ 
 

⑥ 土木 
    ・文部科学省土木工事標準仕様書             （平成２９年版） 

・ 
 

   ⑦ 土木積算 
    ・文教施設工事積算要領（土木工事）           （令和 元年版） 
    ・下水道用設計積算要領－管路施設（開削工法）編－    （２０１９年版） 
 
  (6) 参考資料 
    業務の実施に当たり、参考とする資料は次のものとする。 
    ・建築物のライフサイクルコスト(国土交通省大臣官房官庁営繕部監修)（平成３１年版） 
    ・（ 公共建築工事積算基準等資料                    ）  
    ・（ 既設周辺建物図面１式                       ）  
 
  (7) 適用基準類及び参考資料の貸与 
    適用基準類及び参考資料のうち※印を付したものは、１部貸与することができる。 
 
 
 
 ８．成果物及び提出部数等 
  (1) 基本設計 
 

成  果  物 原図  陽画焼

又は複写
製本形態 摘  要 

一般業務 
ａ．総合 
 ・基本計画説明書 
 ・基本設計図 
   仕様概要書 
   仕上概要表 
   面積表及び求積図 
   敷地案内図 
   配置図 
   平面図（各階） 
   断面図 
   立面図 
   矩計図（主要部詳細） 
   日影図 
 ・工事費概算書 

 
 
各１部
各１部
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
各１部

 
 
( １)部
( １)部
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(  )部

 
 
ﾌｧｲﾙ製本 
青焼製本 

 

 

 

 

 
 
Ａ４判 
Ａ１判 CD-R 等

 

 

 

ｂ．構造 
 ・構造計画説明書 
 ・構造設計概要書 
 ・工事費概算書 

 
各１部
各１部
各１部

 
(  )部
(  )部
(  )部

 

 

 
Ａ 判 

 

ｃ．設備（電気設備） 
 ・電気設備計画説明書 
 ・電気設備設計概要書 
 ・工事費概算書 
 ・各種技術資料 
   

 
各１部
各１部
各１部
各１部

 
(  )部
(  )部
(  )部
(  )部

 
 
Ａ 判 

 

ｄ．設備（給排水衛生設備） 
 ・給排水衛生設備計画説明書 
 ・給排水衛生設備設計概要書 
 ・工事費概算書 
 ・各種技術資料 
 

 
各１部
各１部
各１部
各１部

 
( １)部
( １)部
(  )部
(  )部

 
ﾌｧｲﾙ製本 
ﾌｧｲﾙ製本 
 
 

 

 
Ａ４判 
Ａ４判 
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ｅ．設備（空調換気設備） 
 ・空調換気設備計画説明書 
 ・空調換気設備設計概要書 
 ・工事費概算書 
 ・各種技術資料 

 
各１部
各１部
各１部
各１部
 

 
(  )部
(  )部
(  )部
(  )部

 

 

 
Ａ 判 

ｆ．設備（昇降機等） 
 ・昇降機等計画説明書 
 ・昇降機等設計概要書 
 ・工事費概算書 
 ・各種技術資料 

 
各１部
各１部
各１部
各１部

 
(  )部
(  )部
(  )部
(  )部

 

 

 
Ａ 判 
 

 

ｇ．土木 
 ・土木計画説明書 
 ・土木設計概要書 
 ・工事費概算書 
 ・各種技術資料 
 

 
各１部
各１部
各１部
各１部

 
( １)部
( １)部
(  )部
(  )部

 
ﾌｧｲﾙ製本 
ﾌｧｲﾙ製本 
 

 

 
Ａ４判 
Ａ４判 

 

ｈ．追加業務 
 ・透視図 
 ・透視図の写真 
 ・模型※ 
 ・模型の写真 
 ・コスト縮減検討報告書 
  ・ライフサイクルコスト算定 
  資料 
 ・工事工程表 
 ・（        ） 
 

 
各１部
各１部
 
各１部
各１部
各１部
 
各１部

 
(  )部
(  )部
 
(  )部
(  )部
(  )部
 
(  )部

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 

 

ｉ．その他 
  ・各記録書 
 ・（        ） 

 
各１部

 
(  )部

  

ｊ．電子データ 
  ・ａ～ｉまでの電子データ 
    （※印を除く） 

 
( )部

   

 
 (注)：「総合」とは、建築物の意匠に関する設計並びに意匠、構造及び設備に関する設計を

とりまとめる設計を、「構造」とは、建築物の構造に関する設計を、「設備」とは建
築物の設備に関する設計を言う。 

   ：「構造」及び「設備」の成果物は、「総合」の成果物の中に含めることもできる。 
   ：「昇降機等」には、機械式駐車場を含む。 
   ：「計画説明書」には、設計趣旨及び計画概要に関する記載を含む。 
   ：「設計概要書」には、仕様概要及び計画図に関する記載を含む。 
   ：基本設計図は、適宜、追加してもよい。 
   ：成果物は、監督職員の指示により製本し、原図はケース収納とする。  
 
 (2) 実施設計 
 

成  果  物 原図 陽 画 焼

又は複写
製本形態 摘  要  

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ａ．総合（意匠） 
  ・建築物概要書 
 ・総合（意匠）設計図 
   特記仕様書 
   仕上表 
   面積表及び求積図 
   敷地案内図 
   配置図 
   平面図（各階） 
   断面図 
   立面図（各面） 
   矩計図 
   展開図 
   天井伏図（各階） 
   平面詳細図 
   断面詳細図 
   部分詳細図 

 
各１部
各１部
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
( １)部
( １)部
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
ﾌｧｲﾙ製本 
青焼製本 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
Ａ４判 
Ａ１判 CD-R 等
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   建具表 
   外構図 
    （       ） 
    （              ） 
 ・各種計算書 
  ・工事費概算書 
 ・計画通知図書※ 
 

 
 
 
 
各１部
各１部
各１部

 
 
 
 
( １)部
(  )部
(  )部

 
 
 
 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 

 

 
 
 
 
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等

 

 

 

 
 
 

 
 
 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
 
 

ｂ．構造       
 ・構造設計図 
   特記仕様書 
   伏図（各階） 
   軸組図 
   部材断面図 
    標準詳細図 
   部分詳細図 
  （       ） 
 ・構造計算書 
  ・工事費概算書 
 ・計画通知図書※ 

 
各１部
 
 
 
 
 
 
 
各１部
各１部
各１部

 
( １)部
 
 
 
 
 
 
 
( １)部
(  )部
(  )部

 
ﾌｧｲﾙ綴り 
 
 
 
 
 
 
 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 

 

 
Ａ４判 CD-R 等
 
 
 
 
 
 
 
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等

 

ｃ．設備（電気設備） 
 ・電気設備設計図 
   特記仕様書 
   敷地案内図 
   配置図 
   電灯設備図 
   動力設備図 
   電熱設備図 
      雷保護設備図 
   受変電設備図 
      電力貯蔵設備図 
   発電設備図 
   構内情報通信網設備図 
   構内交換設備図 
   情報表示設備図 
   映像・音響設備図 
   拡声設備図 
   誘導支援設備図 
   テレビ共同受信設備図 
   監視カメラ設備図 
   駐車場管制設備図 
   防犯・入退室管理設備図 
   火災報知設備図 
   中央監視制御設備図 
   構内配電線路図 
   構内通信線路図 
   ﾃﾚﾋﾞ電波障害防除設備図 
  （        ） 
  （        ） 
 ・各種計算書 
  ・工事費概算書 
 ・計画通知図書※ 

 
各１部
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
各１部
各１部
各１部

 
(  )部
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(  )部
(  )部
(  )部

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Ａ 判 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ｄ．設備（給排水衛生設備） 
 ・給排水衛生設備設計図 
   特記仕様書 
   敷地案内図 
   配置図 
   機器表 
   衛生器具設備図 
   給水設備図 
   排水設備図 
   雨水・排水再利用設備図 
   給湯設備図 
   消火設備図 

 
各１部
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
( １)部
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
ﾌｧｲﾙ綴り 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 
Ａ４判 
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   ガス設備図 
   浄化槽設備図 
   さく井設備図 
   屋外設備図 
  （        ） 
  （        ） 
  ・各種計算書 
  ・工事費概算書 
 ・計画通知図書※ 
 
 

 
 
 
 
 
 
各１部
各１部
各１部

 
 
 
 
 
 
( １)部
( １)部
(  )部

 
 
 
 
 
 
Ａ４判 
Ａ４判 
 

 

 
 
 
 
 
 

 
 
 

 

ｅ．設備（空調換気設備） 
 ・空気調和設備設計図 
   特記仕様書 
   敷地案内図 
   配置図 
   機器表 
   暖房設備図 
   空気調和設備図 
   換気設備図 
   自動制御設備図 
   排煙設備図 
   屋外設備図 
  （        ） 
  （        ） 
  ・各種計算書 
  ・工事費概算書 
 ・計画通知図書※ 

 
各１部
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
各１部
各１部
各１部

 
(  )部
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
(  )部
(  )部
(  )部

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Ａ 判 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

ｆ．設備（昇降機等設備） 
 ・昇降機設備設計図 
   特記仕様書 
   敷地案内図 
   配置図 
   自動制御設備図 
   昇降機設備図 
   特殊搬送設備図 
  （        ） 
  （        ） 
  ・各種計算書 
  ・工事費概算書 
 ・計画通知図書※ 

 
各１部
 
 
 
 
 
 
 
 
各１部
各１部
各１部

 
(  )部
 
 
 
 
 
 
 
 
(  )部
(  )部
(  )部

 

 

 

 

 

 

 
Ａ 判 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ 判 

ｇ．土木 
 ・土木設計図 
［共通］ 
 ・特記仕様書 
 ・敷地案内図 
 ・配置図 
 ・（          ） 
［仮設工］ 
 ・平面図 
 ・構造詳細図 
 ・（          ） 
［敷地造成及び土工］ 
 ・開発地域現況図 
 ・土地利用計画図 
 ・排水系統図 
 ・地質平面図 
 ・地質断面図 
 ・造成計画図 
 ・造成計画断面図 
 ・防災施設図 
 ・法面保護図 
 ・地盤改良図 
 ・（          ） 
［道路土工］ 

 
各１部
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
( １)部
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
Ａ１判 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 - 10 -

 ・平面図 
 ・縦断図 
 ・横断図 
 ・標準横断図 
 ・舗装詳細図 
 ・道路附属施設詳細図 
 ・（          ） 
［広場・歩道舗装］ 
 ・平面図 
 ・縦断図 
 ・横断図 
 ・標準横断図 
 ・舗装詳細図 
 ・広場・歩道附属施設詳細図 
 ・（          ） 
 
 
［排水工］ 
 ・平面図 
 ・縦断図 
 ・構造詳細図 
 ・（          ） 
［共同溝］ 
 ・平面図 
 ・縦断図 
 ・構造詳細図 
 ・（          ） 
［法面保護］ 
 ・平面図 
 ・展開図 
 ・構造詳細図 
 ・（          ） 
［運動場］ 
 ・平面図 
 ・排水計画図 
 ・構造詳細図 
 ・（          ） 
［環境緑化］ 
 ・平面図 
 ・構造詳細図 
 ・（          ） 
［取りこわし及び舗装補修］ 
 ・平面図 
 ・構造詳細図 
 ・（          ） 
［その他］ 
 ・各種計算書 
  ・工事費概算書 
 ・計画通知図書※ 
 ・（          ） 
 ・（          ） 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
各１部
各１部
 
 
各１部
各１部
各１部

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
( １)部
( １)部
 
 
( １)部
( １)部
(  )部

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
 
 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
Ａ４判 
Ａ４判 
 
 
Ａ４判 
Ａ４判 
 

 

ｈ．建築積算 
 ・建築工事積算数量算出書 
 ・建築工事積算数量調書 
 ・単価作成資料 
 ・見積検討資料（見積書含む）
 ・建築工事工事費内訳書 
 ・（        ） 
 ・（        ） 
 

 
各１部
各１部
各１部
各１部
各１部

 

 
( １)部
( １)部
( １)部
( １)部
( １)部

 

 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
 

 

 
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等

 

ｉ．電気設備積算 
 ・電気設備工事積算数量算出書
 ・電気設備工事積算数量調書 
 ・単価作成資料 
 ・見積検討資料（見積書含む）
 ・電気設備工事工事費内訳書 

 
各１部
各１部
各１部
各１部
各１部

 
(  )部
(  )部
(  )部
(  )部
(  )部
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  ・（        ） 
  ・（        ） 
 

    

ｊ．機械設備積算 
 ・機械設備工事積算数量算出書
 ・機械設備工事積算数量調書 
 ・単価作成資料 
 ・見積検討資料（見積書含む）
 ・機械設備工事工事費内訳書 
  ・（        ） 
  ・（        ） 
 

 
各１部
各１部
各１部
各１部
各１部

 

 
( １)部
( １)部
( １)部
(  )部
( １)部

 

 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 

 

 
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
 

 

ｋ．土木積算             
 ・土木工事積算数量算出書 
 ・土木工事積算数量調書 
 ・単価作成資料 
 ・見積検討資料（見積書含む）
 ・土木工事工事費内訳書 
  ・（        ） 
 ・（        ） 
 

 
各１部
各１部
各１部
各１部
各１部

 

 
( １)部
( １)部
( １)部
( １)部
( １)部

 

 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 

 

 
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
 

 

ｌ．追加業務 
 ・透視図 
 ・透視図の写真 
 ・模型※ 
 ・模型の写真 
 ・中高層建築物の届出書※ 
 ・建築物エネルギー消費性能適
  合性判定に関する資料 
 ・防災計画等に関する資料 
 ・構造性能評価等に関する資料
  ・コスト縮減検討報告書 
 ・ライフサイクルコスト算定 

資料 
 ・グリーン購入計画書 
 ・リサイクル計画書 
  ・環境保全性評価 
 ・工事工程表 
 ・住民説明用資料 
 ・（ 測量報告書  ） 
 ・（        ） 
 

 
各１部
各１部
 
各１部
各１部
各１部
 
各１部
各１部
各１部
各１部
 
各１部
各１部
各１部
各１部
各１部
各１部
 

 
(  )部
(  )部
 
(  )部
(  )部
(  )部
 
(  )部
(  )部
(  )部
(  )部
 
( １)部
( １)部
(  )部
( １)部
(  )部
( １)部
 

 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 
ﾌｧｲﾙ綴り 

 

 
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等

 

ｍ．その他 
 ・各記録書（議事録等） 
 ・（技術提案実施表   ） 
 

 
各１部
各１部

 
( １)部
( １)部

 
ﾌｧｲﾙ製本 
ﾌｧｲﾙ製本 

 
Ａ４判 CD-R 等
Ａ４判 CD-R 等

ｎ．電子データ 
 ・ａ～ｍまでの電子データ 
  （※印は除く） 

 
(１)部

 

 
( １)部

( １)部

 
ﾌｧｲﾙ製本 

ﾌｧｲﾙ製本 

 
Ａ４判 CD-R 等

Ａ４判 CD-R 等

 
 (注)：「総合」とは、建築物の意匠に関する設計並びに意匠、構造及び設備に関する設計を

とりまとめる設計を、「構造」とは、建築物の構造に関する設計を、「設備」とは建
築物の設備に関する設計を言う。 

   ：「構造」の成果物は、総合（意匠）実施設計の成果物の中に含めることもできる。 
   ：設計図は、適宜、追加・削除してもよい。 
   ：積算数量算出書には、拾い図等を含む。 
   ：成果物は、監督職員の指示により、製本し、原図はケース収納とする。 
 
 
 ９．成果物の体裁等 

(1) 実施設計の設計原図には、表題欄に設計業務名、受注者名表示・押印、工事名称、図
面名称、縮尺、図面番号及び発注部局表示・押印等の欄を設ける。 

 
(2) 電子データの成果物は下記による。 
  ①電子媒体 

          ・ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ 
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          ・その他監督職員との協議による。 
         ファイル形式 
      ・図面 元ﾃﾞｰﾀ、jww、dxf 型式又は SFC 型式及び PDF 型式         
       積算ﾃﾞｰﾀ Excel 文書ﾃﾞｰﾀ Word、Excel、ﾊﾟﾜｰﾎﾟｲﾝﾄ（その他の型式により 

  提出しようとするものは監督職員との協議による）            
 
        ②電子媒体の提出は、別紙１のとおりとする。なお、電子データの成果物に対する共

通仕様書に基づく署名又は捺印は、別紙１の措置をもって代えることとする。 
 

③提出されたＣＡＤデータは、当該施設に係る工事の請負者に貸与し当該工事におけ
る施工図及び完成図の作成に設計業務委託契約要項第８条第１項の規定の範囲で利
用することができる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

別紙１ 電子媒体の提出について 
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 電子媒体の提出は以下の通りとする。 

１）CD-R のラベルに直接署名又は捺印を行う。 

２）受注者は、電子媒体の内容の原本性を証明するために、下に定める様式（電子 

媒体納品書）に署名又は捺印の上、電子媒体と共に提出する。 
 

業 務 番 号 ：○○○○○○○○○○  1/3

○○○○○○○○○○○○設 計 業 務

令 和 ○年 ○月

監 督 職 員  

主 任 監 督 職 員  

管 理 技 術 者

発 注 者 ：○○○○○○○○

受 注 者 ：○○○○○○○○株 式 会 社
ウィ ルスチ ェック に 関 す る情 報

ウィ ルス 対 策 ソ フト 名 ： ○○ ○○ 
チェック 年 月 日 ：○ ○○ ○年 ○ 月 ○日  
CD-R フォ ーマッ ト 形 式 ：JOL IE T 

CD-R のラベル記載例  



- 1 -

 

設 計 業 務 委 託 現 場 説 明 書                    

 

 

１．設 計 業 務 名        阿南工業高専ライフライン再生（給排水設備）（Ⅱ期）設計業務 

 

２．履 行 期 限        令和２年３月３１日（火）まで。なお、財政法の定めによる承認を

得た後に６月３０日（火）まで延長予定。 

 

３．一 般 事 項       

現場説明書の適用方法 

(1) ・印で始まる事項については，○印を付した事項のみ適用する。 

(2) 文中の各欄に数字，文字記号等を記入する事項については記入してある事項のみ適

用する。 

(3)   印又は×印で抹消した事項は全て適用しない。 

 

４．設計業務委託共通仕様書における読替等 

(1) 設計業務委託共通仕様書中（以下「共通仕様書」という。）「調査職員」とあるの

は，「監督職員」に読み替えるものとする。 

 

５．業務計画書 

共通仕様書に定める業務計画書の内容は次のとおりとする。なお，プロポーザルに付

した場合には，業務計画書の提出を省略できる。 

(1) 業務実施体制 

(2) 管理技術者の経歴等 

(3)  主任技術者の経歴等 

(4) 協力者の名称，分担業務分野等 

 

６．業務工程表 

  ○・提出する。 

 ・提出しない。 

 

(1) 受注者は，設計業務委託契約要項（以下「要項」という。）第 4 条に規定する業

務工程表には，次の事項を記載しなければならない。 

ア 業務工程 

イ 発注者が必要に応じて指示するその他の事項 

(2) 受注者は，業務工程表の重要な内容を変更する場合は，その理由を明確にし，そ

の都度変更業務工程表を発注者に提出しなければならない。 

(3) 受注者は，発注者が指示した事項については，更に詳細な業務工程に係る資料を

提出しなければならない。 
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７．要項の運用 

(1) 総則 

① 要項第 1 条第 3 項に規定する発注者の指示は，設計仕様書を補足するものであっ

て，発注者は，設計仕様書の内容に実質的変更を加えるような指示を受注者に行う

ことはできない。 

② 業務を行うに当たって必要とされる具体的遵守事項，業務の詳細及び発注者が意

図する成果物の具体的内容は，設計仕様書に定めるところによるものとする。 

(2) 指示及び協議の記録 

   指示等は，指示簿，連絡簿その他の帳簿に必要な事項を記載し，発注者及び受注者

が署名押印することにより書面の交付に代えることができる。 

(3) 関連設計業務との調整 

① 発注者は，要項第 3 条に規定する調整として，契約書若しくは設計仕様書の変更

又は業務の中止を伴う調整を行うことはできない。 

② 要項第 3 条に規定する「必要があるとき」とは，受注者若しくは発注者から設計

業務を受注をしている第三者のいずれかからの申出があり発注者が承諾した場合

又は発注者が設計業務全体の円滑な実施のために必要と判断した場合をいう。 

③ 受注者は，要項第 3 条に規定する発注者の調整に従ったことを理由として，業務

委託料の変更又は必要な費用の負担を発注者に請求することはできない。 

(4) 契約の保証について 

  受注者は，要項第 5 条第 1 項に規定する保証を付した場合は，次の各号の一に掲げ

るいずれかの書面を発注者に提出しなければならない。 

①  契約保証金として納付するものが，現金の場合は，振込を確認できる書類及び契約

保証金納付書 なお、振込手数料等が必要となる場合は落札者の負担とする。 

ア  振込を確認できる書類は株式会社徳島銀行に契約保証金の額に相当する金額の

現金を払い込んで交付を受けること。 

イ  振込を確認できる書類の宛名の欄には、阿南工業高等専門学校 出納命令役 

事務部長 小林謙次郎と記載するように申し込むこと。 

ウ  業務委託料の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱については、

発注者の指示に従うこと。 

エ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたとき、契約保証金は、独立行

政法人国立高等専門学校機構契約事務取扱規則第 37 条第 2 項の規定により独立行

政法人国立高等専門学校機構に帰属する。なお、違約金の金額が契約保証金の金額

を超過している場合は、別途、超過分を徴収する。 

オ 受注者は，業務完了後，業務委託料の支払請求書の提出とともに契約保証金払渡

請求書を提出すること。 

②  契約保証金の納付に代わる担保が，国債，政府の保証のある債券，銀行、株式会社

商工組合中央金庫、農林中央金庫又は全国を地区とする信用金庫連合会の発行する債

券、日本国有鉄道改革法（昭和 61 年法律第 87 号）附則第 2 項に規定される廃止前の

日本国有鉄道法（昭和 23 年法律第 256 号）第 1 条の規定により設立された日本国有
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鉄道及び日本電信電話株式会社等に関する法律（昭和 59 年法律第 85 号）附則第 4 条

第 1 項の規定による解散前の日本電信電話公社が発行した債券で政府の保証のある債

券以外のもの、地方債及び契約担当役が確実と認める社債の場合は，有価証券払込済

通知書及び契約保証金納付書 

ア 有価証券払込通知書は株式会社徳島銀行に契約保証金の金額に相当する金額の

当該有価証券を有価証券印鑑票とともに払い込んで、交付を受けること。 

イ 有価証券払込済通知書の宛名の欄には、阿南工業高等専門学校 出納命令役 事

務部長 小林謙次郎と記載するように申し込むこと。 

ウ 業務委託料の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱いについては，

発注者の指示に従うこと。 

エ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたとき、契約保証金は、独立行

政法人国立高等専門学校機構契約事務取扱規則第 37 条第 2 項の規定により独立行

政法人国立高等専門学校機構に帰属する。なお、違約金の金額が契約保証金の金額

を超過している場合は、別途、超過分を徴収する。 

オ 受注者は，業務完了後，業務委託料の支払請求書の提出とともに保管有価証券払

渡請求書を提出すること。 

③  契約保証金の納付に代わる担保が，銀行又は発注者が確実と認める金融機関が振り

出し又は支払を保証した小切手、銀行又は発注者が確実と認める金融機関が引き受け

又は保証若しくは裏書きをした手形である場合は、当該有価証券及び契約保証金納付

書 

ア 業務委託料の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱いについては，

契約担当役の指示に従うこと。 

イ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたとき、契約保証金は、独立行

政法人国立高等専門学校機構契約事務取扱規則第 37 条第 2 項の規定により独立行

政法人国立高等専門学校機構に帰属する。なお、違約金の金額が契約保証金の金額

を超過している場合は、別途、超過分を徴収する。 

ウ  受注者は，業務完了後，業務委託料の支払請求書の提出とともに保管有価証券払

渡請求書を提出すること。 

④ 契約保証金の納付に代わる担保が、銀行又は発注者が確実と認める金融機関に対す

る定期預金債権の場合は当該債権に係る証書及び当該債権に係る債権者である銀行

又は発注者が確実と認める金融機関の承諾を証する確定日付のある書面及び契約保

証金納付書 

 ア 当該債権に質権を設定し提出すること 

 イ 業務委託料の変更により契約保証金の金額を変更する場合の取扱いについては，

契約担当役の指示に従うこと。 

 ウ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたとき、契約保証金は、独立行

政法人国立高等専門学校機構契約事務取扱規則第 37 条第 2 項の規定により独立行

政法人国立高等専門学校機構に帰属する。なお、違約金の金額が契約保証金の金額

を超過している場合は、別途、超過分を徴収する。 

 エ 受注者は，業務完了後，発注者から当該債権に係る証書及び当該債権に係る債権
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者である銀行又は発注者が確実と認める金融機関の承諾を証する確定日付のある

書面の返還を受けるものとする。 

⑤ 債務不履行による損害金の支払を保証する金融機関等の保証に係る保証書及び契

約保証金納付書 

ア  債務不履行による損害金の支払の保証ができる者は，出資の受入れ預り金及び金

利等の取締りに関する法律（昭和 29 年法律第 195 号）第 3 条に規定する金融機関

である銀行，信託会社、保険会社、信用金庫、信用金庫連合会、労働金庫、労働金

庫連合会、農林中央金庫、商工組合中央金庫、信用協同組合、農業協同組合、水産

業協同組合若しくはその他の貯金の受入を行う組合（以下「銀行等」という。）又

は公共工事の前払金保証事業に関する法律（昭和 27 年法律第 184 号）第 2 条第 4

項に規定する保証事業会社（以下「金融機関等」と総称する。）とする。 

イ 保証書の宛名の欄には，阿南工業高等専門学校 契約担当役 事務部長 小林謙

次郎と記載するように申し込むこと。 

ウ 保証債務の内容は，契約書に基づく債務の不履行による損害金の支払いであるこ

と。 

エ 保証書上の保証に係る業務の工事名の欄には，契約書に記載される業務名が記載

されるように申し込むこと。 

オ 保証金額は，契約保証金の金額以上とすること。 

カ 保証期間は，工期を含むものとすること。 

キ 保証債務履行請求の有効期間は，保証期間経過後６ヶ月以上確保されるものとす

ること。 

ク 業務委託料の変更又は履行期限の変更等により保証金額又は保証期間を変更す

る場合等の取扱いについては，発注者の指示に従うこと。 

ケ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたとき、契約保証金は、独立行

政法人国立高等専門学校機構契約事務取扱規則第 37 条第 2 項の規定により独立行

政法人国立高等専門学校機構に帰属する。なお、違約金の金額が契約保証金の金額

を超過している場合は、別途、超過分を徴収する。 

コ 受注者は，銀行等が保証した場合にあっては，業務完了後，発注者から保証書（変

更契約書を含む。）の返還を受け，銀行等に返還すること。 

⑥ 債務の履行を保証する公共工事履行保証証券による保証に係る証券 

ア 公共工事履行保証証券とは，保険会社が保証金額を限度として債務の履行を保証

する保証である。 

イ 公共工事履行保証証券の宛名の欄には，阿南工業高等専門学校 契約担当役 事

務部長 小林謙次郎と記載するように申し込むこと。 

ウ 証券上の主契約の内容としての工事名の欄には，契約書に記載される業務名が記

載されるように申し込むこと。 

エ 保証金額は，業務委託料の 10 分の１の金額以上とする。 

オ 保証期間は，履行期限を含むものとすること。 

カ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたとき、保険会社から支払われ

る保証金は、独立行政法人国立高等専門学校機構契約事務取扱規則第 37 条第 2 項
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の規定により独立行政法人国立高等専門学校機構に帰属する。なお、違約金の金

額が保険会社から支払われる保証金を超過している場合は、別途、超過分を徴収

する。 

キ 業務委託料の変更又は履行期間の変更等により保証金額又は保証期間を変更す

る場合等の取扱いについて，発注者の指示に従うこと。 

⑦ 債務の不履行により生ずる損害をてん補する履行保証保険契約に係る証券 

ア  履行保証保険とは，保険会社が債務不履行時に保険金を支払うことを約する保険

である。 

イ  履行保証保険は，定額てん補方式を申し込むこと。 

ウ  保険証券の宛名の欄には，阿南工業高等専門学校 契約担当役 事務部長 小林

謙次郎と記載するように申し込むこと。 

エ  証券上の契約の内容としての工事名の欄には，契約書に記載される業務名が記載

されるように申し込むこと。 

オ  保証金額は，業務委託料の 10 分の１の金額以上とする。 

カ  保証期間は，履行期限を含むものとすること。 

キ 受注者の責に帰すべき事由により契約が解除されたとき、保険会社から支払われ

る保険金は、独立行政法人国立高等専門学校機構契約事務取扱規則第 37 条第 2 項

の規定により独立行政法人国立高等専門学校機構に帰属する。なお、違約金の金

額が保険会社から支払われる保険金を超過している場合は、別途、超過分を徴収

する。 

ク  業務委託料の変更により保険金額を変更する場合の取扱いについては，発注者の

指示に従うこと。 

(5) 著作権の帰属 

  受注者は，要項第 7 条第 2 項及び第 3 項の規定により講じている措置の内容を発注

者に通知しなければならない。 

(6) 再委託等 

   要項第 11 条に規定する「その他必要な事項」とは，業務の一部を委任し，又は請

け負わせた第三者の住所，当該業務の内容，担当責任者の氏名，資格及び経歴とする。 

(7) 特許権等の使用 

①  発注者が特許権等の対象となっている実施方法等の使用を指定した場合におい

て，設計仕様書，発注者の指示又は発注者と受注者との協議に特許権等の対象であ

る旨の明示がないときに，受注者がその存在を知ったときは，直ちにその旨を発注

者に通知しなければならない。 

② 要項第 12 条ただし書きの規定により受注者が費用の負担を発注者に請求する場

合は，受注者が特許権等を有する第三者と補償条件の交渉等を行う前に発注者と受

注者とが協議しなければならない。 

(8) 監督職員 

  発注者は，要項第 13 条第 2 項各号に規定する権限を監督職員に委任しない場合は，

その内容を受注者に通知しなければならない。当該通知がない場合は，要項第 13 条

第 2 項各号に規定するすべての権限を監督職員は有するものとみなす。 
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(9) 管理技術者 

① 要項第 14 条第 1 項に規定する「その他必要な事項」とは，管理技術者の資格及

び経歴その他設計仕様書に定めるものとし，受注者は，通知書に当該資格の資格証

又は免許証の写しを添付しなければならない。 

② 要項第 14 条第 3 項に規定する通知がない場合は，受注者の一切の権限（要項第

14 条第 2 項の規定により行使することができないとされた権限を除く。）を管理技

術者は行使することができるものとみなす。 

(10) 実施報告 

① 受注者は，発注者の指示により，業務の実施状況について発注者に報告しなけれ

ばならない。 

② 受注者は，発注者の請求に応じて実施済の業務の成果，業務の進捗状況，今後の

残業務内訳及びその工程計画その他必要な事項を付して発注者に報告しなければ

ならない。 

(11) 管理技術者等に対する措置請求 

① 要項第 16 条第 1 項及び第 3 項に規定する「必要な措置」とは，発注者又は受注

者が判断する措置で，不適当な行為を繰り返さないための是正措置の指示，当該管

理技術者等の交代の請求その他適当な措置をいう。 

(12) 業務の中止 

  要項第 21 条第 2 項に規定する「増加費用」とは，中止期間中，業務の続行に備え

るため人員，機械器具等を保持するために必要とされる費用，中止に伴い不必要とな

った人員，機械器具等の配置転換に要する費用，業務を再開するための人員，機械器

具等の配置転換に要する費用等をいう。 

(13) 履行期間の変更 

① 発注者は，受注者から要項第 23 条第 1 項に規定する履行期間の延長の請求があ

った場合は，必要があると認められる範囲で，履行期間の延長を承諾するものとす

る。 

② 要項第 25 条第 2 項に規定する「履行期間の変更事由が生じた日」とは，要項第

18 条においては，発注者が修補の請求を行った日，要項第 19 条第 5 項においては，

設計仕様書若しくは指示を訂正若しくは変更し，又は発注者と受注者との協議が行

われた日，要項第 20 条においては，設計仕様書等の変更が行われた日，要項第 21

条第 2 項においては，発注者が業務の一時中止を通知した日，要項第 22 条第 3 項

においては，要項第 22 条第 2 項の設計仕様書等の変更が行われた日，要項第 23 条

第 2 項においては，発注者が履行期間の延長の請求を受けた日，要項第 24 条第 1

項又は第 2 項においては，受注者が履行期間の短縮又は変更の請求を受けた日，要

項第 35 条の 2 第 2 項においては，受注者が業務の一時中止を通知した日をいう。 

(14) 業務委託料の変更 

  要項第 26 条第 2 項に規定する「業務委託料の変更事由が生じた日」とは，要項第

18 条においては，発注者が修補の請求を行った日、要項第 19 条第 5 項においては，

設計仕様書若しくは指示を訂正若しくは変更し，又は発注者と受注者との協議が行わ

れた日，要項第 20 条においては，設計仕様書等の変更が行われた日，要項第 21 条第
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2 項においては，発注者が業務の一時中止を通知した日，要項第 22 条第 3 項において

は，要項第 22 条第 2 項の設計仕様書等の変更が行われた日，要項第 23 条第 2 項にお

いては，受注者が要項第 23 条第 1 項の請求を行った日，要項第 24 条第 3 項において

は，要項第 24 条第 1 項又は第 2 項の請求を行った日，要項第 35 条の 2 第 2 項におい

ては，受注者が業務の一時中止を通知した日をいう。 

(15) 検査 

① 受注者は，業務を完了した場合は，設計業務完了通知書とともに成果物を発注者

に提出し，要項第 30 条第 2 項（要項第 36 条第 1 項又は第 2 項において準用する場

合を含む。）の検査を受けるものとする。 

② 発注者は，要項第 30 条第 2 項（要項第 36 条第 1 項又は第 2 項において準用する

場合を含む。）に規定する検査に当たっては，受注者に対して書面をもって検査日

を通知する。 

(16) 前払金保証契約 

  受注者は，第 33 条第 4 項の規定により前払金の超過額を発注者に返還した場合は，

前払金保証契約の保険金額を減額後の業務委託料の 10 分の 4 を下回らない金額に変

更することができる。 

(17) かし担保 

  要項第 37 条第 1 項に規定するかし担保責任は，要項第 30 条第 2 項（要項第 36 条

第 1 項又は第 2 項において準用する場合を含む。）に規定する検査を受けたことをも

って免れるものではない。 

(18) 履行遅滞の場合における損害金等 

① 要項第 30 条第 2 項（要項第 36 条第 1 項又は第 2 項において準用する場合を含む。）

に規定する検査に要した日数は，要項第 38 条第 2 項に規定する遅延日数に算入し

ない。 

② 履行期間内に業務が完了し，要項第 30 条第 2 項（要項第 36 条第 1 項又は第 2 項

において準用する場合を含む。）に規定する検査に不合格の場合は，当該業務が完

了した日から契約書記載の履行期限までの日数は，要項第 38 条第 2 項に規定する

遅延日数に算入しない。 

(19) 発注者の解除権 

  発注者は，要項第 39 条第 1 項第 1 号から第 4 号の規定による契約解除をしようと

する場合は，明らかに履行不能と認められる場合を除いて，相当の期間を定めて受注

者に催告を行う。 

(20) 解除の効果 

① 契約が解除された場合は，要項第 42 条第 2 項の規定によるときを除いて，契約

は遡及的に無効となり，未だ履行されていない発注者及び受注者の義務は消滅す

る。 

② 契約が解除された場合は，要項第 42 条第 2 項の規定によるときを除いて，発注

者及び受注者は，それぞれ原状回復義務を負う。 

 

８．その他 
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(1) 公共建築設計者情報サービス（ＰＵＢＤＩＳ）への登録 

   この業務の受注者は、業務内容等について、あらかじめ監督職員の確認を受け、

業務完了後 10 日以内に公共建築設計者情報サービス（ＰＵＢＤＩＳ）に業務カル

テ情報として登録すること。 

(2) 設計業務成績評定について 

   この業務は、文部科学省が定めた設計業務成績評定要領（平成 20 年 1 月 17 日付

け 19 文科施第 369 号）による設計業務成績評定の対象業務である。 

(3) 質疑応答 

質疑がある場合は書面により提出する。 

質疑の提出：令和２年２月１４日１５時までに総務課施設係へ提出する。 

回 答 日 時：令和２年２月１７日８時３０分～令和２年２月１７日１７時まで 

回 答 場 所：阿南工業高等専門学校総務課施設係         
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１．事業概要 

本業務は、「独立行政法人国立高等専門学校機構設計業務委託特記仕様書」(以下、

特記仕様書)に基づき、建築後約５６年が経過した構内のライフライン（給排水設

備）の老朽化に伴う改修の設計を行うものである。なお、設計に伴う測量及び排

水調査も本業務で行うものとする。 

 
２．業務概要 

本業務の設計対象は、本校が保有する屋外給排水設備（給水・汚水・雨水）の経年

劣化に伴う更新である。併せて構内道路舗装（L 型側溝、アスファルト舗塗）の更新

を行う。 

 

３．設計対象施設の概要 

（１）敷地、施設及び改修の条件 

設計業務委託特記仕様書の「Ⅰ 業務概要 ４ 設計与条件」に示す「（１）敷地の

条件」、「（２）施設の条件」及び「（３）建設の条件」による。 
 なお、詳細は、別添資料「配置図・平面図」による。 

 
（２）主な法的条件 

○ 用途地域の指定等 

     第 1 種中高層住居専用地域 

     建ぺい率 15％ 容積率 31％ 

日影規制：高さ 10m を超える建物 

     敷地境界より 10ｍ以内の範囲 ４時間以上 

     敷地境界より 10ｍを超える範囲 ２．５時間以上 

○ 地域地区の指定 

  公害防止地域 

        大気汚染、騒音、振動、悪臭、水質汚濁 

（３）施設の現状 

  １）現状の設備 
排水管：ヒューム管、ビニル管 

    給水管：鋼管 
    給排水設備が建築後 56 年経過しており、経年劣化による腐食により漏水が見

られる。老朽化のため、排水管に木根が侵入し、排水不良が発生している。 
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４．改修設計方針 

（１）機能改善に関する改修設計方針 

・設備更新においては、保全性の向上及び維持管理費の低減を図る。  

・本工事は２期計画の２期目である。 

・本敷地は大雨等で周辺用水路が冠水すると本敷地も冠水するので、構内の冠水分

はグラウンドへ排水すると共に正門付近の冠水対策を行う。 

・今回改修する範囲の実施設計を行う。工期及び切替等に配慮した設計を行う。 

・環境に配慮した設計とする。 

（２）要求環境保全性能についての方針 

本業務においては、「官庁施設の環境保全性基準」（平成 29 年 3 月 22 日国営環第

14 号）に準拠することとし、環境負荷低減性を確保すること。 

 
５．改修設計にあたっての留意事項 

本業務の実施に当たっては、次のことに留意する。 

（１）機能改善に関する改修設計上の留意事項 

・全ての桝の調査及び配管勾配を含めた現地調査を十分に行い、提供する過去工事

図面との相違を確認し、監督職員に報告すること。上記を踏まえ、既設設備等の

取り合い、切替えに配慮すること。 

・工法及び使用材料の選定に当たっては、工事期間とコスト縮減に配慮するととも

に、恒久的施設に求められる機能が確保可能なものを選定すること。 

・改修施設は学生等が教育・研究・生活を行う場となるため、耐久性や機能性に配

慮した設計とすること。 

・上記の留意事項に配慮するとともに、全体として、工期短縮とライフサイクルコ

ストを含めたコスト縮減に配慮した設計とすること。 

・団地内の既存ライフラインを十分に把握した上で設計すること。 

（２）耐震性に関する設計上の留意事項 

・布設替えをする配管については耐震性を留意すること。 

・施工周辺の使用者の安全性を確保するとともに、騒音、振動、粉じんの発生を抑
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制するなど、建物使用上の機能等に与える影響を最小限にすることが可能で、か

つ、できる限り建物を使用しながら施工が可能なよう、工法等の検討に当たって

は留意すること。 

・上記の留意事項に配慮するとともに、全体として、コスト縮減に配慮した設計と

すること。 

（３）工事発注に関する設計の留意事項 

  ・ 工事発注予定にあわせた設計図面作成について発注者への協力を行うこと。 

（４）その他 

・特記仕様書追加業務に示す「工事工程表の検討及び作成」は、発注者の提示する

工事期間内に工事を完了させるため実施工程の検討を行い、計画工程表を作成す

る。検討においては、必要に応じて工区分割の計画を行う。また、工事期間は学

校行事等による工事中止日等施工条件等を加味したものとする。 

 

６．工事費概算金額の算出について 

・実施設計にあたっては、発注者の提示する工事予算額を考慮した設計仕様とする。

また、手戻りの少ない業務履行を行うことを目的に、特記仕様書に示す「実施設計

のための基本事項の確定」の段階において、工事費概算金額の算出を行い監督職員

の確認を踏まえ、実施設計図書の作成を行うものとする。工事費概算金額の算出方

法は受注者の算定方法によるものとする。 

 

７．実施設計図及び数量調書、内訳の提出について  

・実施設計図は工事入札執行の日程にあわせ６月上旬に発注者へ提出する。提出され

た図面は部分使用として入札参加者へ配布するものとする。図面提出にあたっては、

工事費概算金額の算出を改めて行い、提示された工事予算額との整合確認のうえ、

監督職員へ概算金額の報告を行う。 

・工事入札執行過程において数量公開に対応するため数量調書の提出についても図面

と同時の提出を行う。 

・内訳書の提出は工事入札執行の日程にあわせ６月上旬とする。 

・提出日等詳細は監督職員の指示による。 

 

８．測量及び排水調査に当たっての留意事項 

設計に伴う測量及び現状の排水調査を行うものとする。（仕様については、敷地調査

共通仕様書を参考とする。） 
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本業務の実施に当たっては、次のことに留意し、検討を行うものとする。 

（１）測量の留意事項 

・敷地調査共通仕様書２章敷地測量を基本とし、平面測量及び水準測量を行う。 

 なお、3D レーザースキャナ等新技術を利用しての測量を行う場合は、監督職員の

承諾を受けること。 

（２）排水調査の留意事項 

 ・排水調査は、敷地内及び敷地隣接の道路（公道）にある排水ますの種類、大

きさ,天端高及びます底高、排水本管の種類、管径、管底高、流水方向、こう

配、敷地内排水との取合い管径等について行う。 

 ・下水道放流区域外の場合は、し尿浄化槽設備の設置に関する地方公共団体の条例、

指導を調査する。 

 ・排水調査図の内容は、調査平面図（排水ます、管の配置）及び詳細図（平面、断

面その他）とする。 

（３）新技術の導入について 

測量について新技術を導入することも発注者との協議 
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別 添 資 料 

 

＜ 配置図・平面図 ＞ 
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